
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ 主 要 事 項 
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（１）待機児童解消策の推進など保育の充実（一部社会保障の充実） 

      ６，２４８億円（４，６１１億円） 

「待機児童解消加速化プラン」の取組を強力に進め、受入児童数の拡大を図るため

の保育所運営費の確保及び保育所等（保育所、小規模保育、幼稚園における長時間預

かり保育、認可を目指す認可外保育施設等）の整備を進める。また、保護者の働き方

や地域の実情に応じた多様な保育を提供するため、延長保育、休日・夜間保育、病児・

病後児保育等の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 子どもを産み育てやすい環境づくり 

「待機児童解消加速化プラン」に基づく保育所等の受入児童数の拡大、放課後児童クラブ

の拡充、母子保健医療対策の強化、ひとり親家庭支援の推進などにより、子どもを産み育て

やすい環境を整備する。 

１ 待機児童解消などに向けた取組     ６，５８０億円（４，９２７億円）

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○待機児童対策と女性の活躍促進（抜粋）                          １６９億円

保育所等の整備（補助率かさ上げ分）を確保するとともに、小規模保育、幼稚園に

おける長時間預かり保育等新制度の先取り、認可を目指す認可外保育施設への運営費

支援（平成 25 年度分）等を、安心こども基金を積み増し、平成 26 年度当初予算とあ

わせて実施する。 

（参考）【社会保障の充実】 
○待機児童解消の推進と地域の子ども・子育て支援の充実          １，０４３億円

（保育緊急確保事業） 

小規模保育などの子ども・子育て支援新制度における施設型給付や地域型保育給

付に関する事業、地域子育て支援拠点事業などの新制度に基づき市町村が実施する

事業等について、「保育緊急確保事業」として先行的に実施し、施策の充実・推進

を図る。（内閣府において計上） 
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（２）放課後児童対策の充実                     ３３２億円（３１６億円） 

放課後児童クラブについて、保育の利用者が就学後に引き続き利用できるよう、充実

を図る。 

 
 
 
 
 

（１）地域における切れ目ない妊娠・出産支援の強化【一部新規】 

                   １１億円（３．３億円） 

退院直後の母子への心身のケアや育児のサポートなどを行う産後ケア事業を含め、各

地域の特性に応じた妊娠から出産、子育て期までの切れ目ない支援を各地域の特性に応

じて行うためのモデル事業を実施する。 

また、妊娠・出産などに関して悩みを持つ方からの相談や情報提供などを行う地域の

相談・支援拠点である、「女性健康支援センター」に全国統一の電話番号を設けるなどの

充実を図るとともに、「不妊専門相談センター」における土日の講習会の実施等を通じて、

相談しやすい環境の整備を図る。 

 
 

 

 

 

２ 母子保健医療対策の強化            １８８億円（２５８億円） 

 〔対象事業〕 

  ・小規模保育運営支援事業          ・グループ型小規模保育事業 

  ・幼稚園における長時間預かり保育支援事業 

  ・家庭的保育事業              ・認定こども園事業 

  ・保育士の処遇改善             ・保育体制の強化 

  ・認可を目指す認可外保育施設への支援（運営費、調査費、移転費）      

  ・利用者支援事業              ・民有地マッチング事業 

  ・放課後児童クラブの充実（開所時間の延長の促進（小１の壁の解消）） 

・地域子育て支援拠点事業          ・一時預かり事業 

  ・ファミリー・サポート・センター事業         

  ・乳児家庭全戸訪問事業           ・養育支援訪問事業    

  ・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業      

  ・子育て短期支援事業            ・へき地保育事業 

・新規参入施設への巡回支援事業 
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（２）慢性疾患を抱える児童などへの支援【一部新規】（一部社会保障の充実） 

      １３９億円（１３０億円） 

平成 26 年通常国会に児童福祉法の一部を改正する法律案を提出し、平成 27 年１月

から、慢性疾患を抱える児童等について、新たな公平かつ安定的な医療費助成の制度

を確立し、患児家庭の医療費の負担軽減を図る。 

また、慢性疾患を抱える児童等の自立を促進するため、療養生活に係る相談や地域の関

係者が一体となって自立支援を行うための事業を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ひとり親家庭への就業・生活支援など総合的な支援体制の強化【一部新規】 

                             ９２億円（９８億円） 

ひとり親家庭の自立を支援し、子どもの貧困対策にも資するため、就業支援、子育

て・生活支援、養育費確保支援など総合的な自立支援を推進する。 

特に、ひとり親家庭の様々な課題に対し、適切な支援メニューを組み合わせて総合

的・包括的な支援を行うため、相談体制の強化等を図るとともに、転職・キャリアア

ップ支援等の就業支援関連事業の充実強化や、子どもに対するピアサポート（当事者

等による支援）を伴う学習支援等の推進を図る。 

 

（２）自立を促進するための経済的支援          １，７８７億円（１，８２３億円） 

ひとり親家庭の自立を促進するため、児童扶養手当の支給や技能習得等に必要な資

金など母子寡婦福祉貸付金の貸付けによる経済的支援を行う。 

平成 26 年通常国会に改正法案を提出し、児童扶養手当の公的年金との併給制限を見

直し、手当より低額の年金を受給する場合にはその差額分を支給することや、母子寡

婦福祉貸付金の貸付対象を父子家庭に拡大すること等、必要な措置を講ずる。 

 

３ ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 

２，０２６億円（２，０１５億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○待機児童対策と女性の活躍促進                              １６９億円

配偶者間の不妊治療に要する費用の助成等を行う。 

 ※ 40 歳未満の年間助成回数について、現行の初年度３回までから、６回まで助成可能にす

るとともに、不妊に悩む方への特定治療支援事業の助成対象範囲等の見直しが円滑に施行

されるよう、都道府県等に対し、対象者や医療機関等に対する周知や、施行のための準備

に要する経費を補助する。 
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（３）女性のライフステージに対応した活躍支援【一部新規】（再掲・３１ページ参照） 

                 １４７億円（９５億円） 

 

 

 

 

 

 

（１）児童虐待防止対策の推進、社会的養護の充実    １，０３２億円（９６８億円） 
①児童虐待防止対策の推進【一部新規】                   

児童相談所等の専門性の確保・向上を図り、相談機能を強化するとともに、市町村に

対する支援・連携強化を図る。 
 

②家庭的養護の推進（一部社会保障の充実） 

虐待を受けた子どもなど社会的養護が必要な子どもを、地域社会の中でより家庭的な

環境で養育・支援することができるよう、里親・ファミリーホームへの委託を進める

とともに、既存の建物の賃借料や施設整備費に対する助成を行い、グループホーム、

小規模グループケア等の実施を推進する。 

 

③被虐待児童などへの支援の充実【一部新規】 

児童家庭支援センターの箇所数の増や退所児童等へのアフターケアを行う事業の

箇所数の増を図るとともに、人材確保のため、児童養護施設等で行われる実習の充実

や就職の促進を図る。 

 

④児童養護施設等の防災対策の推進【新規】 

児童養護施設等の防災対策を推進するため、耐震化やスプリンクラーの設置等に

要する費用に対して補助を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 児童虐待・DV 対策、社会的養護の充実 

１，０５３億円（９８９億円）

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○児童養護施設等の防災対策の推進                               ６億円 

児童養護施設等の防災対策を推進するため、耐震化やスプリンクラーの設置等に要

する費用に対して補助を行う。 

 

○（独）福祉医療機構への政府出資（社会福祉施設・医療施設の防災対策の低利融資）  ４．６億円

社会福祉施設や医療施設の耐震化やスプリンクラーの設置等を推進するため、（独）

福祉医療機構が低金利かつ長期の貸付を行うことにより設置者の自己負担を軽減で

きるよう、政府出資により同機構の財務基盤を強化する。 
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（２）配偶者からの暴力（DV）防止など婦人保護事業の推進【一部新規】（一部再 

掲）                                       ５９億円（５７億円） 

配偶者からの暴力（DV）被害者に対して、婦人相談所等で行う相談、保護、自立支

援等の取組を推進するとともに、婦人相談所において一時保護された者などが、地域

で自立し、定着するための支援を行うモデル事業を実施する。 

 
 
 

 

 

次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するため、児童手当の支給を行う。 

 

 

 

 

 

（１）女性のライフステージに対応した活躍支援【一部新規】（再掲・３１ページ参照）      

１４７億円（９５億円） 

 

（２）育児休業中の経済的支援の強化（一部社会保障の充実）（再掲・３１ページ参

照）                                          ８０４億円 

 

（３）育児休業を取得しやすい環境の整備【一部新規】（再掲・３１ページ参照） 

２０億円（１６百万円） 

 

（４）仕事と子育ての両立支援（再掲・３２ページ参照）       ８４億円（７３億円） 

６ 仕事と育児の両立支援策の推進    １，０５６億円（１６７億円） 

５ 児童手当制度          １兆４，１７８億円（１兆４，３１１億円） 
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（１）労働移動支援助成金の抜本的拡充など          ３０３億円（３．２億円） 

平成 25 年度補正予算案において抜本的に拡充する労働移動支援助成金により、個人

が円滑に転職等を行い、能力を発揮し、経済成長の担い手として活躍できるよう、能

力開発支援を含めた労働移動の一層の促進を図る。 

さらに、キャリアチェンジ（新たな職場・職務への転換）を伴う労働移動を成功さ

せるためのツールの標準化、ツールを活用したキャリア・コンサルティング技法の開

発、キャリア・コンサルタントの養成を実施する。 

 

（２）若者等の中長期的なキャリア形成の支援【新規】            １２０億円 

平成 26 年通常国会に雇用保険法改正法案を提出し、非正規雇用労働者である若者等

の専門的・実践的な教育訓練の受講による中長期的なキャリア形成の促進を図るとと

もに、従業員の中長期的なキャリア形成を支援する事業主に対するキャリア形成促進

助成金・キャリアアップ助成金による支援を創設する。 

また、「地域若者サポートステーション」（サポステ）による支援を受けて就職した

者に対し、中長期的なキャリア形成支援措置に誘導するなどのステップアップ支援を

行う事業（「サポステ卒業者ステップアップ事業（仮称）」）を実施する。 

 

（３）産業雇用安定センターの出向・移籍あっせん機能の強化  ２８億円（２１億円） 

出向・移籍による失業なき労働移動を支援するため、キャリア･コンサルティングの

実施、個人の課題に応じた支援メニューの策定、民間の訓練機関を活用した講習・訓

練の実施等、産業雇用安定センターのあっせん機能を大幅に強化する。 

 

（４）成長分野などで求められる人材育成の推進【一部新規】 

１，０２９億円（１，１８３億円） 

民間教育訓練機関等を活用し、情報通信、環境・エネルギー分野等の成長分野の実

践的な職業訓練や求職者支援制度の推進を図る。 

また、不足している建設専門人材の確保・育成支援の推進を図る。 

１ 失業なき労働移動の実現        ２，４１３億円（１，９５０億円） 

第２ 「全員参加の社会」の実現に向けた雇用改革・人材力

の強化 

全ての人材が能力を高め、その能力を存分に発揮できるよう、円滑な転職の支援、多様な

働き方の推進、女性・若者・高齢者・障害者等の活躍推進、就職困難者に対する就業支援の

推進などにより「全員参加の社会」の実現を図る。 
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（５）成長分野などでの雇用創出の推進              １２０億円（５４億円） 

製造業等の戦略産業を対象として、産業政策と一体となって実施する地域の自主的

な雇用創造プロジェクトへの支援を推進する。 

人材不足が顕著な福祉分野（介護・医療・保育職種）の人材確保に向け、自治体等

関係機関と連携し、こうした職種への就職を希望する人や人材を求める事業主に対す

る支援を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（１）ハローワークの求人情報の開放【新規】                   １３億円 

民間人材ビジネスや地方自治体に対し、ハローワークの保有する求人情報を提供す

るための情報基盤を整備する。 

 

（２）トライアル雇用奨励金による就職困難者の支援の推進  １１９億円（７１億円） 

平成 25 年 12 月に閣議決定された「好循環実現のための経済対策」において改革・

２ 民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能の強化 

１６３億円（１００億円）

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 
○労働移動支援助成金の抜本的拡充                            ３．８億円 

労働者の再就職を支援した事業主に対し助成する労働移動支援助成金について、対

象企業を拡大するとともに、支給時期を再就職支援委託時と再就職実現後に２段階化

する。また、労働者を送り出す企業が民間人材ビジネスの訓練を活用した場合や労働

者を受け入れる企業が訓練（OJT を含む）を行う場合の助成措置を創設する等抜本的

に拡充する。 

 
○産業雇用安定センターの出向・移籍あっせん機能の強化              １５百万円 

出向・移籍による失業なき労働移動を支援するため、産業雇用安定センターのあっ

せん機能を強化する。 

 

○地域人づくり事業の創設                                 １，０２０億円 
女性の活躍推進、若者等無業者の就業促進、生涯現役社会の実現に向けた高齢者の

活躍推進等を通じた雇用の拡大を図るとともに、賃金引上げ、非正規雇用労働者の正

社員化等の処遇改善を推進し、地域の実情に応じた創意工夫による多様な「人づくり」

を支援するための事業を実施するため、緊急雇用創出事業臨時特例基金を積み増しす

る。 
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拡充することとされたトライアル雇用奨励金により、職業経験の不足等から就職が困

難な求職者に対する支援を、民間人材ビジネス等も活用しつつ一層推進し、正規雇用

等の早期実現を図る。 

 

（３）民間人材ビジネスの更なる活用【新規】                  ６．４億円 

フリーターなどに対するキャリア・コンサルティングやジョブ・カードの交付等に

ついて、民間人材ビジネスを最大限活用し、効果的な就業支援を行う。 

また、優良な職業紹介事業者や労働者派遣事業者の認定を推進することにより健全

な事業者の育成を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）労働時間法制の見直し                   １３百万円（２４百万円） 

企画業務型裁量労働制を始め、労働時間法制について、ワーク・ライフ・バランス

や労働生産性向上の観点から、労働政策審議会で総合的に議論し、結論を得る。 

 

（２）労働者派遣制度の見直し【一部新規】           ７１百万円（６百万円） 

登録型派遣・製造業務派遣のあり方、特定労働者派遣事業（常時雇用される労働者

のみを派遣するもの）のあり方、いわゆる専門 26 業務に該当するか否かによって派遣

期間の取扱いが大きく変わる現行制度のあり方等に関して、労働政策審議会での検討

を踏まえ、平成 26 年通常国会に労働者派遣法改正法案を提出し、労働者派遣制度の見

３ 多様な働き方の実現                ７８億円（７０億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○民間人材ビジネスの活用による労働市場の機能強化                  ５０億円 

学卒未就職者等の若者や復職を希望する女性等の幅広いニーズに応えられるよう、

紹介予定派遣を活用して、派遣期間終了後の正社員就職を実現する就職支援モデルの

検証・構築等、民間人材ビジネスを活用した労働市場の機能強化事業を実施するため、

緊急人材育成・就職支援基金を積み増しする。 

 

（参考）【「好循環実現のための経済対策」（平成 25 年 12 月５日閣議決定）】 

○トライアル雇用奨励金の改革・拡充                  制度要求

トライアル雇用奨励金について、ハローワークの紹介に加え、民間人材ビジネスや

出身大学等の紹介により雇い入れる事業所にも支給するとともに、従来主な対象とさ

れていたニート・フリーターに加えて、学卒未就職者、育児等でキャリアに空白期間

がある人にも対象を拡大する。 
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直しを図る。 

また、派遣労働者のキャリア形成を支援するモデル的な取組を推進する。 

 

（３）「多元的で安心できる働き方」の導入促進【一部新規】    ３７億円（３１億円） 

職務等に着目した「多様な正社員」モデルの普及・促進を図るため、成功事例の収

集や海外調査を行うとともに、有識者による懇談会で労働条件の明示等の雇用管理上

の留意点について取りまとめ、これらの結果の速やかな周知・啓発を図る。 

さらに、職業能力の「見える化」を促進するため、業界検定のツール策定、モデル

実施等のスタートアップ支援を通じた能力評価の仕組みの整備や、ジョブ・カードの

活用等を行う。 

 

（４）持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げのための環境整備【一部新規】 

                           ３３億円（３２億円） 

最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者の取組を支援するため、労働条

件管理等の相談や経営・労務の専門家派遣等を行うとともに、販路拡大等による賃金

の引上げを目指す中小企業団体を支援する。併せて、設備の導入等により労働能率を

上げ、賃金引上げを行う中小企業・小規模事業者に対する助成措置を拡充する。 

最低賃金について幅広い周知啓発を図るとともに、的確な監督指導を行うことによ

り、最低賃金の遵守の徹底を図る。 

 

 

 

 

 

 

 
 

（５）パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保の推進【一部新規】 

  ８億円（７．４億円） 

パートタイム労働法制の整備を行い、制度の周知を図る。 

また、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保を推進するため、パートタイム

労働法に基づく指導、専門家による相談・援助、職務分析・職務評価の導入支援等に

より、パートタイム労働者の雇用管理改善の取組を推進する。 

さらに、パートタイム労働者の均等・均衡待遇に積極的な企業の表彰制度の創設等、

パートタイム労働者の均等・均衡待遇の取組推進に向けた機運醸成を図り、あわせて

パートタイム労働者のキャリアアップ支援等に取り組む。 

 

 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者支援の拡充           ９．８億円 

地域別最低賃金の引上げに向けて、中小企業・小規模事業者の賃金引上げの円滑な

取組を早期に進めるため、助成金対象地域を拡大して、中小企業・小規模事業者の支

援を拡充する。 
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（１）企業におけるポジティブ・アクション（女性の活躍促進）の取組促進など   

                            ８．３億円（６．３億円） 
①ポジティブ・アクション（女性の活躍促進）の推進【一部新規】       ８億円（６．２億円） 

女性がスキルアップを図りつつ活躍できるよう、ポジティブ・アクション（女性

の活躍促進）に取り組む企業を支援するための助成措置を創設するとともに、個別企

業に対する直接的な働きかけや、女性の活躍状況の開示を促進する。 

また、女性の活躍促進に取り組む企業等への表彰の充実や、女性が子どもを産み

育てながら、管理職として登用され活躍できる企業を増やすため、先進的な事例の収

集・情報提供を行う。 

 

②メンター及びロールモデルの普及促進【一部新規】          ３５百万円（１７百万円） 

メンター（※1）やロールモデル（※2）の普及を図るため、中小企業の女性労働

者がネットワークを作り、相互研さんや研修等を実施する仕組みづくりを支援すると

ともに、参加者同士の交流会や意見交換会の実施などによる定着支援や好事例集の作

成を行う。 

※1メンター：後輩から相談を受け、問題解決に向けサポートする人物 

※2ロールモデル：豊富な職業経験を持ち、模範となる人物 

 

（２）女性のライフステージに対応した活躍支援【一部新規】  １４７億円（９５億円）      

トライアル雇用制度の活用やマザーズハローワークの充実を図るとともに、託児付

き再就職支援セミナ－、ブランクのある女性の再就職支援の相談・情報提供を行う「カ

ムバック支援サイト（仮称）」の創設や再就職後のステップアップ雇用管理モデルの普

及促進など、育児により一定期間にわたり仕事から離れていた労働者が職場復帰への

不安を解消できるよう再就職に向けた総合的な支援を行う。 

 

（３）男女が共に仕事と子育てなどを両立できる環境の整備  ９１５億円（７４億円） 
①育児休業中の経済的支援の強化（一部社会保障の充実）             ８０４億円 

男女ともに育児休業を取得することを更に促進し、職業生活の継続を支援するた

め、平成 26 年通常国会に雇用保険法改正法案を提出し、育児休業給付の給付率の引

上げ（最初の６月間について、50％→67％）を図る。 

 

②育児休業を取得しやすい環境の整備【一部新規】            ２０億円（１６百万円） 

育休取得後の円滑な復職支援のため、中小企業の労働者個々人のニーズに応じた

「育休復帰支援プラン（仮称）」の策定・利用支援等を行う。また、イクメンプロジ

ェクトの拡充等により、男性の育休取得促進のための環境整備を行う。 

４ 女性の活躍推進               １，０７１億円（１７５億円）
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また、育児休業中や復職後の能力アップに取り組む企業への助成制度を創設する。 

 

③仕事と子育ての両立支援                            ８４億円（７３億円） 

仕事と子育ての両立を実現するため、育児・介護休業法の周知徹底を図るととも

に、平成 25 年 12 月に閣議決定された「好循環実現のための経済対策」による事業所

内保育施設設置・運営等支援の拡充を図り、事業主に対する助成制度を充実する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④仕事と介護の両立支援【一部新規】                   ６７百万円（３０百万円） 

介護を行っている労働者の継続就業を促進するため、実証事業を行うことにより、

企業及び労働者の具体的課題を把握し、対応策を検討するとともに、シンポジウムの

開催等を行う。 

 

⑤テレワークの普及・促進【一部新規】                   ６．５億円（６７百万円） 

仕事と子育て等の両立が可能となる適正な労働条件下でのテレワークの普及・促

進のため、適切な人事評価等が可能となる新たなテレワークモデルを確立するための

実証事業の実施、子育て・介護のためのテレワーク活用の好事例集の作成・周知、テ

レワーク導入企業に対する労務管理に関する専門家の派遣、テレワークの導入経費に

係る支援を行う。 

在宅就業については、適正な契約条件で、安心して在宅就業に従事することがで

きるよう、在宅就業者や発注者等を対象としたセミナーの開催、相談対応等の支援事

業を実施する。 

 

 
 

 

（１）若者の活躍推進                         ３２１億円（２４３億円） 
①就職活動から職場で活躍するまでの総合的なサポート【一部新規】（一部再掲・３０ページ 

参照）                                      ２１１億円（１５８億円） 

新卒応援ハローワークにおいて、既卒３年以内の者を新卒扱いとすることの促進

や、卒業後も「正社員就職をあきらめさせない」継続的な支援、就職後の定着支援等

５ 若者・高齢者等の活躍推進          ８８０億円（７４８億円） 

（参考）【「好循環実現のための経済対策」（平成 25 年 12 月５日閣議決定）】 
○事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の拡充          制度要求

現行の施設利用要件である「入所乳幼児数のうち自社で雇用する雇用保険被保

険者の労働者の子が利用者の半数以上」を、平成 26 年１月から、「入所乳幼児

のうち自社で雇用する雇用被保険者の労働者の子が１人以上、かつ、入所乳幼児

数に占める雇用保険被保険者の子の人数が定員の半数以上」に要件緩和する。 

－32－



 
 

を強化するとともに、詳細な採用情報等を公開して積極的に若者を採用・育成する「若

者応援企業」の普及拡大・情報発信の強化を図る。 

また、ジョブ・カードを活用し、企業実習と Off-JT を組み合わせた実践的な職業

訓練を実施し、若者等の人材育成に取り組む企業への支援を強化するほか、若手社員

の訓練を行う中小企業団体に対する新たな支援を実施する。 

さらに、採用時に必要なコミュニケーション能力等の社会的スキルが乏しいなど

就職活動に困難性を有する学生等を対象として、その特性に配慮した新たな職業訓練

を実施する。 

 

②フリーターなどの正規雇用化の促進【一部新規】              ４２億円（２０億円） 

フリーターなどの正規雇用化のための支援拠点として、わかものハローワーク等

を充実し、民間の活力も活用しつつ、セミナー等の開催、トライアル雇用や求職者支

援制度の活用等を通して、一人ひとりのニーズに応じた支援メニューを提供する。 

また、就職可能性を高める民間訓練カリキュラムを開発するため、産官学による

地域コンソ－シアム（共同作業体）を構築し、多様な職業訓練コースの開発・検証、

普及に取り組み、開発したカリキュラムに基づき身近な場で訓練を実施する。 

 

 

 

 
 
 
 

③若者の「使い捨て」が疑われる企業等への対応策の強化【一部新規】 １８億円（１６億円） 

夜間・休日に労働基準法等に関して電話相談を受け付ける、常設の「労働条件相

談ダイヤル（仮称）」の設置やわかものハローワーク等への「在職者向け相談窓口」

の設置等を行い、相談体制を強化する。また、厚生労働省ホームページでの、労働基

準法等の基礎知識・相談窓口をまとめた「労働条件相談ポータルサイト（仮称）」の

開設や大学等でのセミナーを全国で開催することにより、労働関係法令等の情報発信

を行う。 

 
④キャリア教育等の推進【一部新規】                       ３６億円（３４億円） 

文部科学省や中小企業団体等の産業界と連携・協力してキャリア教育のためのプ

ログラムを開発し、大学等が行うキャリア教育で活用されるよう促す。 

また、若者に対して、在学段階からものづくりの魅力を伝えるため、「ものづくり

マイスター」による若者への意識啓発・実技指導などの総合的な取組（「目指せマイ

スター」プロジェクト（仮称））を推進し、技能検定受検などのものづくり分野への

誘導を図る。 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○若者育成支援事業の推進                                   ３５億円 

地域若者サポートステーションにおいて、一人一人に応じた専門的な相談やコミュ

ニケーション訓練、職場体験等により、ニート等の若者の職業的自立を支援するため、

緊急人材育成・就職支援基金を積み増しする。 
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⑤インターネットを活用した在職者キャリア・コンサルティング体制の整備【新規】 ２０百万円 

インターネットを通じて若者が就職後も無料でキャリア・コンサルティングを受

けることができるよう、メールによる相談を行う。 

 

（２）高齢者の就労推進を通じた生涯現役社会の実現    ２９９億円（２８２億円） 
①年齢にかかわりなく意欲と能力に応じて働くことができる「生涯現役社会」の実現に向けた 

高齢者の就労促進                              １０３億円（１０１億円） 

年齢にかかわりなく働くことができる企業の普及に向けた支援を充実するととも

に、高齢期にさしかかった段階で、高齢期の生き方を見つめ直すことを奨励するなど、

生涯現役社会の実現に向けた社会的な機運の醸成を図る。 

 

②高齢者の再就職支援の充実・強化                      ７７億円（６５億円） 

高齢者が安心して再就職支援を受けることができるよう、全国の主要なハローワ

ークで職業生活の再設計に関する支援や担当者制による就労支援を行うとともに、身

近な地域において技能講習を実施するなど、再就職支援を充実・強化する。 

 

③高齢者が地域で働ける場や社会を支える活動ができる場の拡大【一部新規】 

                     ９４億円（９０億円） 

高齢者が社会の支え手として活躍する生涯現役社会の実現に向けて、シルバー人

材センターの活用により、会員の拡大や就業機会の拡大を図り、高齢者の多様な就業

ニーズに応じた就業機会を確保する。 

 

④生涯を通じたボランティア活動等の推進【新規】 

セーフティネット支援対策等事業費補助金１５０億円の内数 

  企業への働きかけにより、退職前からボランティア活動への参加を促進するとと

もに、定年後も地域社会で「居場所」と「出番」を得られる環境づくりを支援する。 

 

（３）障害者などの就労推進                    ２５４億円（２１６億円） 
①改正障害者雇用促進法の円滑な施行に向けた取組の推進【一部新規】 

１８億円（１５億円） 

障害者の差別禁止等に関する指針の策定など改正障害者雇用促進法の円滑な施行

に向けた取組を推進する。 

また、企業等への雇用管理の好事例の普及を図るとともに障害者雇用に関する中

小企業向けのコンサルティングを実施するなど企業に対する支援の充実を図る。 

さらに、求職障害者の増加に対応して必要な訓練機会を確保するため、委託訓練

の規模を拡充するほか、精神障害者等に対する訓練指導技法の開発・普及を推進する。 
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②精神障害、発達障害、難病などの障害特性に応じた就労支援の推進【一部新規】 

２９億円（２５億円） 

精神障害者を雇用する企業への精神障害者等雇用安定奨励金等の経済的支援を強

化するとともに、精神障害者等の雇用に関するノウハウの蓄積を図るためのモデル事

業を実施する。 

また、ハローワークにおいて精神障害者雇用トータルサポーターによる専門的な

支援の強化を行うとともに、発達障害者や難病患者に対する就職支援を着実に実施す

る。 

さらに、がん患者等の長期にわたる治療が必要な疾病を抱えた求職者に対する就

労支援モデル事業の拡充を図る。 

 

③中小企業に重点を置いた支援策の充実や「福祉」「教育」「医療」から「雇用」への移行 

推進                                        ６６億円（５２億円） 

障害者就業・生活支援センターの設置を推進するとともに、職場定着支援担当者

による定着支援を強化する。 

また、「医療」から「雇用」への移行を促進するため、医療機関における精神障害

者に対する就労支援の取組や連携を促進する。 

さらに、一般企業への雇用を促すため、就職支援コーディネーターの配置を拡充

し、障害者の中小企業等での職場実習を推進する。 

 

④障害者雇用の更なる促進のための環境整備               ３０億円（９．６億円） 

ハローワークと地域の関係機関が連携し、就職から職場定着まで一貫した支援を

行う「チーム支援」の実施体制等を強化するとともに、「障害者トライアル雇用事業」

を改革・拡充し、民間人材ビジネス等の紹介により雇い入れる場合も対象とするなど、

障害者雇用の更なる促進を図る。 

 

 

 

 

 

（１）生活保護受給者等の生活困窮者に対する就労支援の推進など 

７５億円（７４億円） 

①生活保護受給者等就労自立促進事業の推進               ７２億円（７２億円） 

生活保護受給者や生活困窮者に対する、より効果的な自立支援のため、ハローワ

ークと地方自治体が一体となった就労支援を推進するとともに、生活困窮者に対す

る相談支援をモデル的に実施する関係機関との連携強化を図る。 

 

 

６ 重層的なセーフティネットの構築   ２，１４８億円（２，４２６億円） 
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②刑務所出所者などに対する就労支援の充実              ２．６億円（２．６億円） 

刑務所出所者などの就労支援は、再犯防止対策の中で極めて重要であることから、

ハローワークと刑務所・保護観察所等が連携して実施する「刑務所出所者等就労支

援事業」の充実を図る。 

 

（２）雇用保険制度、求職者支援制度によるセーフティネットの確保【一部新規】（一

部社会保障の充実）（一部再掲・２７、３１ページ参照） 

  ２，０７３億円（２，３５２億円） 
平成 26 年通常国会に雇用保険法改正法案を提出し、若者等の中長期的なキャリア形

成の支援、育児休業中の経済的支援の強化等を図る。 

また、求職者支援制度について、訓練の質の確保や訓練効果の維持・向上を図りつ

つ、より安定した就職を実現するために必要な見直しを行う。 

 

 ※雇用保険制度の失業等給付費として１兆 7,562 億円（１兆 7,514 億円）を計上 

 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○短期集中特別訓練事業の実施等                              ２７８億円 

職業経験が少ない者等を対象として、短期間の訓練機会の提供や給付金の支給によ

る生活支援を実施し、早期就職を図る事業を実施するため、緊急人材育成・就職支援

基金の積み増し等を行う。 
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各医療保険制度などに関する医療費国庫負担に要する経費を確保し、その円滑な実

施を図る。 

 

（１）平成 26 年度診療報酬改定（一部社会保障の充実） 

 １０兆８，３７３億円（１０兆５，１７５億円） 

平成 26 年度の診療報酬改定は、以下のとおりとする。 

    ※ （ ）内は、消費税率引上げに伴う医療機関等の課税仕入れにかかるコスト増への対応分 
  

   １．診療報酬本体 

     改定率  ＋０．７３％（＋０．６３％） 
  
      各科改定率 医科 ＋０．８２％（＋０．７１％） 

            歯科 ＋０．９９％（＋０．８７％） 

            調剤 ＋０．２２％（＋０．１８％） 
  
   ２．薬価改定等 

     改定率  ▲０．６３％（＋０．７３％） 
  
      薬価改定     ▲０．５８％（＋０．６４％） 

      材料価格改定   ▲０．０５％（＋０．０９％） 

 

（２）「医療」に係る消費税率引上げに伴うコスト増への対応      １，３３６億円 
（再掲）※国のみ 

消費税率引上げに伴う医療機関等のコスト増への対応として、消費税増収分の財源

を活用し、必要な診療報酬上の手当を行う（診療報酬改定率 ＋１．３６％）。 

第３ 安心で質の高い医療・介護サービスの提供 

「日本再興戦略」（平成 25 年６月 14 日閣議決定）や「健康・医療戦略」（平成 25 年６月 14

日９大臣申し合わせ）等を踏まえ、予防・健康管理の推進や医療情報の電子化・利活用の促

進等により、「国民の健康寿命が延伸する社会」の構築を目指す。 

医療分野の研究開発を促進することなどにより革新的な医療技術の実用化を推進し、あわ

せて医療関連産業の国際競争力を向上させる。 

また、良質な医療・介護へのアクセスを確保することにより、病気やけがをしても早期に復

帰できる社会の実現を目指す。 

１ 安定的で持続可能な医療保険制度の運営の確保 

１１兆９９０億円（１０兆５，１７５億円）
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（３）高額療養費制度の見直し（社会保障の充実）               ３７億円 
                                               （再掲） 

高額療養費制度について、低所得者に配慮しつつ、負担能力に応じた負担を求める

観点から、平成 27 年１月から自己負担限度額を見直す（70 歳未満の所得区分を現行の

３区分から５区分に細分化。標準報酬月額が 26 万円以下で住民税が課税される者は負

担減）。 

 

（４）高齢者医療制度の負担軽減措置               ２，６１７億円 
70～74 歳患者負担特例措置について、平成 26 年 4 月に新たに 70 歳になる者（69 歳

までは３割であった者）から段階的に法定の負担割合（２割）とする。なお、同年３

月末までに既に 70 歳に達している者は 75 歳になるまで特例措置（１割負担）を継続 

する。また、後期高齢者医療の被保険者のうち低所得者等の保険料軽減特例措置を行う。 

・平成 26 年３月末までに既に 70 歳に達している者が 75 歳になるまでの患者負担特例 

措置（１割負担）                         １，８０６億円 

・後期高齢者医療の被保険者のうち低所得者等の保険料軽減特例措置（低所得者の均 

等割９割、８.５割軽減、所得割５割軽減、元被扶養者の均等割９割軽減）８１１億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）医療提供体制の改革のための新たな財政支援制度の創設（一部社会保障の

充実）                                                   ６０２億円※ 
医療従事者の確保・養成や在宅医療の推進、病床の機能分化・連携を図るため、関

係法律の改正法案を平成 26 年通常国会に提出し、社会保障制度改革プログラム法に盛

り込まれた新たな財政支援制度（各都道府県に基金を設置）を創設する。 

なお、国が策定する基本方針や交付要綱の中で、都道府県に対して官民に公平に配

分することを求めるなどの対応を行う予定。 

新たな財政支援の対象事業（案）は次の通りであり、関係法律の改正法案が成立し

た後、決定する。 

※ 新たな財政支援制度（基金）については、公費 360 億円の上乗せ措置を別途実施。その

結果、基金規模は、公費で 904 億円（消費税増収活用分 544 億円（国;362 億円、地方;181

２ 医療提供体制の機能強化            ９８９億円（５３６億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○70～74歳の患者負担特例措置の見直し等に伴うシステム改修等           ３４億円

70～74 歳までの患者負担特例措置（１割負担）について、平成 26 年度に新たに 70

歳になる者から本来の２割負担とする見直し及びこの見直しと併せて行う高額療養

費の見直しを行う場合に必要な審査支払機関等のシステム改修等を行う。 
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億円）、その他上乗せ措置 360 億円（国;240 億円、地方 120 億円）の合計額）。 

 

①医療従事者等の確保・養成 

ア 医師確保対策として、都道府県における医師確保のための相談・支援機能（地域

枠に係る修学資金の貸与事業を含む）の強化や、地域医療に必要な人材の確保等の

事業、産科等の不足している診療科の医師確保事業、女性医師の復職支援等への財

政支援を行う。 

イ 看護職員等確保対策として、新人看護職員等への研修や、看護師等の離職防止・

定着促進等に係る事業、看護師等養成所の運営等への財政支援を行う。 

ウ 医療従事者の勤務環境改善対策として、都道府県における医療従事者の勤務環境

改善の支援体制の整備や、院内保育所の運営等への財政支援を行う。 

 

※医療機関の勤務環境改善に係るワンストップの相談支援体制の構築のため、このほ

かに、労働保険特別会計に２．２億円を計上 

 

②在宅医療（歯科を含む）の推進 

在宅医療の実施に係る拠点・支援体制の整備や、在宅医療や訪問看護を担う人材

の確保・養成に資する事業等への財政支援を行う。 

 

③医療提供体制の改革に向けた基盤整備 

ICT を活用した地域医療ネットワーク基盤の整備や、病床の機能分化・連携を推

進するための基盤整備、医療従事者の確保に資する医療機関等の施設及び設備等の

整備への財政支援を行う。 

＊病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備については、平成 26 年度は回復期病床 

等への転換など現状でも必要なもののみ対象とすることとし、平成 27 年度から都道府県 

において地域医療ビジョンが策定された後、さらなる拡充を検討する。 

 

（２）救急・周産期医療などの体制整備               

５０億円及び医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数  

（４１億円及び医療提供体制推進事業費補助金２２７億円の内数） 

①ドクターヘリ運航体制の拡充                                ４９億円※ 

（医療提供体制推進事業費補助金２２７億円の内数） 

※ 医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数となる 

迅速な医療の提供が必要な全ての国民に、いち早い医療の提供を可能とすること

を目指し、ドクターヘリの運航に対する支援を行う。 
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②救急医療体制の強化【新規】                                  ８億円 

救急医療体制の強化を図るため、地域の消防機関等に設置しているメディカルコ

ントロール協議会に専任の医師を配置するとともに、長時間搬送先が決まらない救

急患者を一時的であっても受け入れる医療機関の確保を支援する。 

 

③周産期医療体制の整備         ７５百万円及び医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数 

（７７百万円及び医療提供体制推進事業費補助金２２７億円の内数） 

地域で安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子

医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの新生児集中治療管理室

（NICU）、母体・胎児集中治療管理室（MFICU）等へ必要な支援を行う。 

 

④へき地保健医療対策の推進【一部新規】                   ３８億円（３７億円） 

へき地・離島での医療提供体制の確保を図るため、総合的な企画・調整を行うへ

き地医療支援機構の運営や、へき地診療所への代診医の派遣、無医地区等で巡回診

療を行うへき地医療拠点病院の運営等について必要な支援を行う。 

 

⑤災害医療体制の充実                             ２．１億円（２．１億円） 

災害医療体制の充実・強化を図るため、災害時に都道府県や災害拠点病院等との

連絡調整等を担う災害派遣医療チーム（DMAT）事務局の運営や、DMAT に関する研修、

広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の運用等を行う。 

 

⑥災害時の救護班（医療チーム）の派遣に関する調整体制の強化【新規】     １０百万円 

医療チームの派遣に関する調整体制を強化するため、災害時に各都道府県の災害

対策本部の下に設置される組織において医療チームの派遣調整業務等を行う人員

（災害医療コーディネーター）を対象とした研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○医療施設の防災対策の推進                                 １１５億円

医療施設における防災対策を推進するため、有床診療所等におけるスプリンクラー

の設置等及び災害拠点病院等の耐震化に要する費用に対して補助を行う。 

 

○（独）福祉医療機構への政府出資（社会福祉施設・医療施設の防災対策の低利融資）（再掲） 

４．６億円

社会福祉施設や医療施設の耐震化やスプリンクラーの設置等を推進するため、（独）

福祉医療機構が低金利かつ長期の貸付を行うことにより設置者の自己負担を軽減で

きるよう、政府出資により同機構の財務基盤を強化する。 
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（３）地域医療確保対策   ３９億円及び医療提供体制推進事業費補助金１５１億円の内数 

（８９億円及び医療提供体制推進事業費補助金２２７億円の内数） 
①専門医に関する新たな仕組みの導入に向けた支援【新規】             ３．４億円 

     医師の質の一層の向上を図ることなどを目的とする専門医に関する新たな仕組み

が円滑に構築されるよう、地域における専門医の養成プログラムの作成支援等を行

う。 

 

②ナースセンター機能の強化など看護職員の確保対策の推進【一部新規】    ６．９億円 

            （４９億円及び医療提供体制推進事業費補助金２２７億円の内数） 

看護職員確保対策を強化するため、看護師等の免許保持者届出制度の創設の検討

とあわせて、ナースセンターによる効果的な復職支援の実施を目指し、アクセスし

やすく、かつ、より幅広く登録できる新たなシステムを構築する。また、平成２８

年以降の看護職員の需給見通しを策定するとともに、総合的な看護職員対策などを

検討する。 

 

③チーム医療の推進（特定行為に係る看護師研修制度における指定研修機関の設置準備 

への支援など）【一部新規】                                 ３８百万円 

 （１．５億円及び医療提供体制推進事業費補助金２２７億円の内数） 

多職種協働によるチーム医療の取組を推進する一環として、医師又は歯科医師の

指示の下、プロトコール（手順書）に基づき、特定行為（診療の補助のうち、実践

的な理解力、思考力及び判断力を要し、かつ高度な専門的知識及び技能をもって行

う必要のある行為）を行おうとする看護師の研修を実施する指定研修機関の設置の

準備の支援を行う。また、この研修制度の具体的な内容の検討に向けて、看護業務

の実施状況の検証を行う。 

 

④在宅医療提供体制の整備                                 １．７億円 

（２．８億円及び医療提供体制推進事業費補助金２２７億円の内数） 

小児等の在宅患者に対する在宅での療養への不安の解消を図るなどの支援体制の

強化等を図ることにより、地域の在宅医療提供体制を拡充するためのモデル事業を

行う。  

 
⑤歯科保健医療対策の推進                         １．１億円（９２百万円） 

地域の実情に応じた総合的な歯科口腔保健医療施策を進めるための体制の確保、

障害者・障害児、要介護高齢者等に対する歯科保健医療サービス等の実施やこれを

担う人材の育成、医科・歯科連携の実証された安全性や効果等の普及を図る。 
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  ⑥患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療の実現に向けた取組【新規】 

５４百万円 

    患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療を実現するために、終末期医

療の決定プロセスに関するガイドラインを周知するとともに、医療機関における人

生の最終段階における医療に関する相談員の配置や、困難事例の相談などを行うた

めの複数の専門職種からなる委員会の設置等に必要な支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

（１）予防・健康管理の推進                     ２０４億円（１３９億円） 

①レセプト・健診情報等を活用したデータヘルス（医療保険者によるデータ分析に基づく保

健事業）の推進                                ３５億円（２．９億円） 

ア レセプト・健診情報等の分析に基づいた保健事業への支援     ３４億円（２．９億円） 

レセプト・健診情報等を活用し、意識づけ、保健指導、受診勧奨等の保健事業を

効果的に実施していくため、医療保険者における「データヘルス計画」の作成や事

業の立ち上げ等を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 非肥満の高血圧の者に対する保健指導の推進【新規】              ３０百万円 

特定保健指導の対象となっていない肥満でない高血圧者に対して、特定健診の結

果から血圧が一定以上の者について、医療保険者による効果的な保健指導のあり方

（プログラム）を試行的に行い、その結果を検証する。 

 

３ 予防・健康管理の推進等            ２０７億円（１３９億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○保険者機能の強化等による予防・健康管理の推進                    ２６億円 

レセプト・健診情報等を活用し、意識づけ、保健指導、受診勧奨等の保健事業を効

果的に実施していくため、医療保険者における「データヘルス計画」の作成や事業の

立ち上げ等を支援する。 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○良質な医療の提供に資する情報基盤の整備                       ２．２億円 

医療の質を向上させるため、日々の診療行為、治療効果及びアウトカムデータ（診

療行為の効果）を、一元的に蓄積・分析・活用するための情報基盤を整備する関係学

会等の取組を支援する。 
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②健診や健康づくりへの取組を通じた生活習慣病予防等の推進     ３２億円（１１億円） 

ア 被扶養者に対する特定健診・特定保健指導の実施率向上への支援等【新規】 １５億円 

被扶養者は特定健診の受診率が低いため、その向上を図るための医療保険者の取

組の改善・工夫への支援や、被扶養者の関心を高め受診率向上につながる広報活動

の取組への支援等を行う。 

 

イ 「健康日本２１（第二次）」の推進                    １．２億円（８０百万円） 

「健康日本２１（第二次）」をより広く国民に浸透させていくために、企業・団体・

自治体との連携を主体とした「スマート・ライフ・プロジェクト」の推進や、厚生

労働大臣が任命した「いきいき健康大使」が出席する健康づくりイベントの実施等

により、特定健診やがん検診の受診率向上及び健康寿命の延伸を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 地域健康増進を促進するための取組への支援【一部新規】   ２．６億円（３７百万円） 

自治体や民間団体等の創意工夫により地域のソーシャルキャピタル（※）や ICT

技術等を活用し、健康増進のモデル的な取組を支援することで、優れた取組の情報

発信や全国展開を図る。 

※ソーシャルキャピタル：人と人との信頼関係やネットワークといった社会関係資本 

 

エ 食事摂取基準等の策定【一部新規】                 ５７百万円（２２百万円） 

日本人の長寿を支える「健康な食事」の基準を策定し、コンビニ・宅配食業者等

と連携して普及・推進する。 

 

オ 肝炎ウイルス陽性者のフォローアップによる重症化予防の推進【一部新規】 

１２億円（９．５億円） 

肝炎ウイルス検査で陽性となった者に対する医療機関への受診勧奨等のフォロー

アップを推進し、肝炎患者の重症化予防を図る。 

 

③糖尿病性腎症の重症化予防事業等の好事例の横展開         ５．７億円（３億円） 

ア 糖尿病性腎症の重症化予防の取組への支援【新規】                ２．２億円 

糖尿病性腎症の患者であって、生活習慣の改善により重症化の予防が期待される

者に対して、医療保険者が医療機関と連携して保健指導を実施するなどの好事例の

全国展開を進める。 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○働く世代の女性支援のためのがん検診の推進                       ４４億円

子宮頸がん及び乳がん検診の受診率向上を推進し、がんの早期発見につなげるた

め、受診勧奨（コール・リコール）及び過去に無料クーポン配布を受けたが未受診で

ある者の検診費用等の助成を行う。 
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イ 重複・頻回受診者等に対する取組への支援【一部新規】        ３．５億円（３億円） 

後期高齢者医療広域連合において、レセプト等データを活用し、後発医薬品の使

用促進に係る取組を強化するとともに、市町村等と連携し、保健師、薬剤師等によ

る重複・頻回受診者、重複投薬者等に対する訪問指導を行う。 

 

④薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点の推進【新規】                ２．４億円 

セルフメディケーション（※）推進のため、薬局・薬剤師を活用した健康情報の

拠点の整備や在宅医療に関するモデル事業を実施する。 

※ セルフメディケーション：専門家の適切なアドバイスの下、身体の軽微な不調や軽度な症状 

を自ら手当てすること 

 

⑤介護・医療関連情報の「見える化」の推進【新規】（再掲・５３ページ参照）       ４億円 

 

⑥高齢者リハビリテーションの機能強化【新規】（再掲・５３ページ参照）       ４７百万円 

 

⑦認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進（再掲・５１ページ参照） 

３２億円（３２億円） 

 

⑧高齢者が地域で働ける場や社会を支える活動ができる場の拡大【一部新規】（再掲・３４

ページ参照）                                    ９４億円（９０億円） 

 

（２）健康・疾病データベース等の研究・分析基盤の確立等           ３億円 

①医療情報の電子化・利活用の促進                            ２．６億円 

ア NDB データの活用の促進等【新規】                          ３６百万円 

医療の質の向上や研究基盤の強化を図るため、研究者向けに NDB データ（※）の

分析施設の整備を行うことなどにより、NDB データの活用を促進する。 

※ NDB データ：国が保有するレセプト情報、特定健診情報及び特定保健指導情報のデータ 

 

イ DPC データの活用の促進等【新規】                          ５０百万円 

第三者に対する DPC データ（※）の活用を促進するため、DPC データの一元管理及

び DPC データの利活用（公開）に向けたデータベースを構築するための調査（デー

タを移行するための移行データ調査等）を行う。 

※DPC データ：急性期入院医療を担う医療機関より提出され、診療報酬改定に活用される臨床 

情報と診療行為のデータ 

 

ウ 予防医療の調査研究の推進等【新規】（再掲・４６ページ参照）         １．７億円 

循環器疾患の発症予防の調査研究等のデータを国立循環器病研究センターに集積

し、予防・診断・治療法のモデル開発を推進する。 
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②一般用医薬品新販売制度の適正な運用の確保【新規】              ４０百万円 

平成 25 年 12 月に成立した薬事法等改正法を踏まえ、一般用医薬品を対象とした

新たな販売制度の普及及び適正な運用を図るため、優良サイトの認定・認証や多量・

頻回購入などを防止するための措置の検討を行う。併せて、偽造医薬品などを含む違

法な広告・販売を行うサイトへの監視を強化する。 

 

 

 

 

 

 

（１）医薬品・医療機器開発などに関する基盤整備       ９３１億円（８７８億円） 

（ⅰ）医療分野の研究開発の司令塔機能の創設に伴う研究開発の促進等 

９３１億円（８７８億円） 

①医療分野の研究開発の司令塔機能の創設に伴う取組の推進（一部再掲・４６ページ参     

照）                                       ４７６億円（４０２億円） 

ア 革新的な医療技術の実用化に向けた研究の推進等【一部新規】 ４４９億円（３７９億円） 

疾病を克服し、健康を増進することを目指して、医療分野の研究開発の司令塔機

能の下で、革新的な医療技術を実用化するための研究を推進するとともに、他の医

療機関に対する研究支援に関する体制整備など、医薬品等の実用化に繋がるシーズ

数の増加や実用化までのスピードアップを図るための研究体制の強化を行う。また、

早期・探索的臨床試験拠点（５箇所）、日本主導型グローバル臨床研究拠点（２箇所）

について、臨床研究中核病院等と連携しつつ、それぞれの分野で中心的な役割を果

たすことができるよう、その運営を支援する。 

 

イ 臨床研究中核病院などの整備【一部新規】                ２６億円（２２億円） 

日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、臨

床研究中核病院（10 箇所）について、がん・再生医療等の分野の臨床研究や難病・

４ 革新的医薬品・医療機器の創出、世界最先端の医療の実現など

      ９５４億円（９０８億円）

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○国立高度専門医療研究センターにおける治験・臨床研究体制の整備等       １０億円

（うち２．８億円）

国際水準の質の高い治験・臨床研究が確実に実施される仕組みを構築するため、国

立高度専門医療研究センターについて、治験・臨床研究体制を整備する。また、国立

循環器病研究センターについて、予防・診断・治療法のモデル開発推進のための体制

を整備する。 
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希少疾病・小児疾患等の医師主導治験の実施とネットワークの構築に重点を置いて

体制を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

②国立高度専門医療研究センター等の体制の充実【一部新規】（一部再掲・４４ページ参 

 照）                                        ４５５億円（４７６億円） 

国際水準の質の高い臨床研究・治験が確実に実施される仕組みを速やかに構築す

るため、主に特定の疾患群の治療を対象とした病院と治療技術の実用化に軸足をお

いた研究所を併設し、かつ自ら症例集積が可能な機能をもつ国立高度専門医療研究

センターの治験・臨床研究体制等を整備する。 

※計数には、国立高度専門医療研究センターの運営費交付金以外に、試験研究機関（国立医薬 

品食品衛生研究所、国立保健医療科学院、国立社会保障・人口問題研究所、国立感染症研究 

所）の試験研究費等、独立行政法人国立健康・栄養研究所の運営費交付金及び独立行政法人 

医薬基盤研究所の運営費交付金の一部も含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）創薬支援機能の強化【新規】                                 ５９億円 

アカデミア（大学、研究所等）などの優れた基礎研究の成果を確実に医薬品の実

用化につなげるため、医薬基盤研究所（創薬支援戦略室）、関係府省、理化学研究所、

産業技術総合研究所や大学等の創薬関係機関で構成するオールジャパンでの創薬支

援ネットワークの機能強化を図る。 

特に医薬基盤研究所（創薬支援戦略室）については、従来からの創薬支援ネット

ワーク事業に加え、優れた創薬シーズの実用化を推進するための創薬シーズ実用化

支援事業を実施する。 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○臨床研究中核病院等の整備                                  １４億円 

国際水準の質の高い臨床研究等を推進するため、臨床研究中核病院及び早期・探索

的臨床試験拠点について必要な設備整備を行う。 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○国立高度専門医療研究センターにおける治験・臨床研究体制の整備等（再掲）  １０億円 

国際水準の質の高い治験・臨床研究が確実に実施される仕組みを構築するため、国

立高度専門医療研究センターについて、治験・臨床研究体制を整備する。また、国立

循環器病研究センターについて、予防・診断・治療法のモデル開発推進のための体制

を整備する。 
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創薬支援ネットワークの創薬関係機関は、がん、難病・希少疾病、肝炎、認知症、

感染症、免疫・アレルギー疾患、生活習慣病、精神疾患、小児疾患等の重点領域に

おいて、実用化に向けた応用研究や一定の実施基準を満たした非臨床試験、国際水

準の質の高い臨床研究や医師主導治験を実施することで、研究開発の加速化を図る。 

 

①がん【新規】                                            ３２億円 

がんの診断・治療等、がん医療の実用化を目指し、未だ有効な治療法がない医療

ニーズ（アンメット・メディカルニーズ）に応える新規薬剤開発や新たな標準治療

を作るための研究を強力に推進する。 

また、がんの予防と早期発見の推進のため、特定の集団や個人の発がんリスクを

明らかにするための研究や、がんの予防法や新たな検診手法の実用化を目指した研

究を推進する。 

 

②難病・希少疾病【新規】                                     １１億円 

難病・希少疾病の革新的診断・治療法を開発するため、創薬関連研究をはじめ、

再生医療技術を用いた研究や個別化医療に関する研究を総合的・戦略的に推進する。 

 

③肝炎【新規】                                            ２億円 

治療困難な肝炎に対する医療の実用化を目指し、ウイルス性肝炎難治例や病態の

進行した症例に対する新規治療薬・治療法の開発に向けた研究を推進する。 

 

④認知症・精神疾患【新規】                                    ２億円 

発症前の認知症患者に対する根本的治療薬・予防法の開発や、うつ病等その他の

精神疾患患者等に関連する研究を推進するとともに、全国の認知症研究機関等のネ

ットワーク化を推進する。 

 

⑤感染症【新規】                                           １億円 

新興・再興感染症に対する予防・診断・治療に向けた医薬品等の開発を推進する

とともに、国内の感染症対策の構築に関する研究を推進する。 

さらに、世界に向けて研究成果を展開することで国際社会への貢献を図る。 

 

⑥免疫・アレルギー疾患【新規】                               ６４百万円 

免疫・アレルギー疾患について、新規治療法の確立、治療法の標準化を推進し、

疾患の克服、患者 QOL の向上を実現する。 

 

⑦生活習慣病（循環器疾患・糖尿病等）【新規】                      ３．１億円 

多くの生活習慣病に共通して慢性炎症が関与している点に着目し、生活習慣病の

合併症を予防するための研究を推進するとともに、臨床情報の集積を図ることによ
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り革新的治療薬の開発や治験を推進し、国内外の循環器疾患・糖尿病等の診療技術

を飛躍的に向上させる。  

 

⑧小児疾患など【新規】                                    ８０百万円 

幼少期に発症しうる慢性疾患についての予防・診断・治療法の開発や小児期にお

ける障害の予防、母子の健康の保持増進に資することを目的とする研究を推進する。 

 

（２）医療関連産業の活性化                      １６億円（２４億円） 

①革新的な製品の実用化を促進するための審査・安全対策の充実・強化【一部新規】 

                                    ８．６億円（５．４億円） 

ア 審査基準の明確化【一部新規】                       ３億円（１．３億円） 

薬事戦略相談を充実するとともに、希少疾病用医薬品等の開発・審査の迅速化や

高度化を図るためのデータベースを整備する。 

 

イ 医療機器・再生医療等製品の特性を踏まえた制度の構築【一部新規】 

１．９億円（１９百万円） 

医療機器の審査の迅速化と質の向上を図るため、高度の管理を要する医療機器の

うち後発医療機器等を対象として、登録認証機関を活用した認証制度の拡充を行う。 

そのための環境整備として、登録認証機関による後発医療機器の審査に必要な基

準を作成する。 

 

ウ 安全対策の強化【一部新規】                       ３．２億円（３．８億円） 

市販後安全対策の充実を図るため、大学病院等の拠点病院において、電子カルテ

等の情報を薬剤疫学的手法（薬剤の使用とその効果や影響を集団単位で調査する手

法）を用いて分析するためのデータベースを構築するとともに、再生医療等製品等

の患者登録システムの検討を行う。 

 

エ グローバル化への対応【新規】                             ５６百万円 

日本発の医療機器に関する規格等の国際標準化を推進するため、規格を審議する

国際会議や関連する国際シンポジウムに積極的に参加する。 

 

 

 

 

 

 

※ 革新的医薬品・医療機器・再生医療等製品の実用化を促進するため、市販後の 

品質確保や安全対策に留意しつつ、医薬品・医療機器の審査ラグ「０」の実現に 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○医薬品等輸出入手続オンラインシステムの構築                     １．４億円 

輸出入に係る事務手続きの効率化・迅速化により効率的で円滑な物流を実現するた

め、NACCS 内に医薬品等輸出入手続オンラインシステムを構築する。 
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向け、審査基準の明確化などの上記各事業の実施に必要な（独）医薬品医療機器 

総合機構（PMDA）の体制を強化する。 

 

②再生医療の安全性の確保等に向けた取組【新規】                  １．５億円 

平成 25 年 11 月に成立した再生医療等安全性確保法に基づき、再生医療等の安全

性を十分に確保しつつ実用化を促進するため、再生医療等提供計画の審査や細胞培

養加工施設の調査に必要な体制等を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

③新たな医薬品・医療機器の開発の促進                         ８．１億円 

ア 創薬支援機能の強化【新規】（再掲・４６ページ参照）               ６．３億円 

 

イ 世界に通じる国産医療機器創出のための拠点及び支援体制の整備【新規】（一部 

  再掲・４５ページ参照）                                  ６４百万円 

医療機器の研究開発を行う医療機関で、医療機器を開発する企業の人材を受け入

れ、市場性を見据えた製品設計の方法に関する研修等を実施することにより、開発

人材の育成や国内外の医療ニーズを満たす開発を推進する。 

 

ウ 最先端医療技術の迅速・適切な評価の推進【新規】                １．１億円 

医療保険制度において最先端の医療技術を迅速・適切に評価するための指標開発

等の整備に向けた調査・研究等を行う。 

 

④医療の国際展開等                             ４．５億円（１６百万円） 

ア 医療の国際展開の推進【一部新規】                  ２．９億円（１６百万円） 

各国の医療ニーズ・制度等の把握や諸外国との協議を通じて、日本発の医療機器・

医薬品の輸出や人材育成、日本で承認された製品の諸外国での許認可迅速化及び諸

制度の整備支援を促進する。 

外国人が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう、医療通訳等が配置

されたモデル拠点の整備に向け、通訳育成カリキュラム作成や外国人患者向け説明

資料の標準化などを図る。 

 

イ 国際機関を通じた医療関連産業等の海外進出【新規】              １．６億円 

国際機関を通じて、開発途上国などが最低限備えるべき医療機器リストの策定等

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○再生医療実用化研究実施拠点の整備                           ３．７億円 

再生医療等の実用化を促進するため、再生医療等の提供機関間の連携を図り、研究

成果を集約する再生医療実用化研究実施拠点を整備する。 
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を支援し、海外の公衆衛生の向上等の国際貢献を図るとともに、日系企業の海外進

出を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）後発医薬品の使用促進【一部新規】（一部再掲・４４ページ参照） 

                                 ５．６億円（５．３億円） 

患者や医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品質・安定

供給の確保、情報提供の充実や普及啓発等による環境整備に関する事業等を引き続き

実施する。 

また、平成 25 年４月に策定した「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマ

ップ」のモニタリングを実施し、その結果に基づき専門家による検討会を開催して、

後発医薬品の使用促進のために追加的に必要となる施策の検討を行う。 

さらに、啓発資材の作成等、後発医薬品の推進の意義や品質についての効果的な情

報提供を行う。 

 

 

 

 

 
 

（１）介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）【一部新規】 

                            ２兆６，８９９億円（２兆５，５４０億円） 

①介護保険制度による介護サービスの確保        

地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とする高齢者の増加に伴い、在

５ 安心で質の高い介護サービスの確保 

２兆７，１００億円（２兆５，７４２億円）

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○外国人患者受入れ医療環境の整備推進                                ５３百万円 

外国人が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう、医療通訳等が配置された

モデル拠点の整備に向け、通訳育成カリキュラム作成や外国人患者向け説明資料の標準化

などの準備を開始する。 

○開発途上国向け医薬品研究開発支援事業の実施                     ２８億円 

日本の製薬産業の優れた研究開発力を活かして国際保健分野での貢献を行うとともに、

日本の製薬産業の海外進出を下支えし、その成長･発展を図るため、国が資金を拠出する

等により、官民協働で開発途上国向けの医薬品の研究開発支援を行う。 

 

○アジア・アフリカ地域におけるエイズ対策による経済成長推進事業の実施     ２．４億円 

アジア・アフリカ地域におけるエイズ対策の支援のため、国が資金を拠出して日本の優れ

た製品を供与し、同地域における日本ブランドの評価向上を図り、日本製品の製造・販売・

研究開発等を促進するとともに、同地域の公衆衛生の向上等の国際貢献を行う。 
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宅サービス、施設サービス等の増加に必要な経費を確保する。 

 

②「介護」に係る消費税率引上げに伴うコスト増への対応               １７０億円 

消費税率引上げに伴う介護事業者等のコスト増への対応として、消費税増収分の

財源を活用し、必要な介護報酬上の手当を行う（介護報酬改定率 ＋０．６３％）。 

 

③生活支援サービスの基盤整備（社会保障の充実）                    ５億円 

生活支援サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・

発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う「生活支援サービスコー

ディネーター」を新たに配置することとし、平成 26 年度から地域支援事業として実

施する（平成 26 年度は、1,580 保険者のうち 1/5 程度の市町村の実施を想定）。 

 

（２）認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進（一部社会保障の充実） 

【一部新規】                              ３２億円（３２億円） 

今後、高齢者の増加に伴い認知症の人は更に増加することが見込まれていることか

ら、「認知症施策推進５か年計画（平成 25 年度～29 年度）」の着実な実施を図り、全国

の自治体で、認知症の人とその家族が安心して暮らしていける支援体制を計画的に整

備するため、次の取組を推進する。 

 

①認知症に係る地域支援事業の充実（社会保障の充実）          １７億円（１６億円） 

以下の事業について、平成 26 年度から介護保険制度の地域支援事業に位置づけて

安定的な財源を確保し、新規事業の創設と実施か所数の大幅増を図る（事業費ベー

スで 16 億円から 42 億円へ大幅増）。 

 

ア 認知症初期集中支援チームの設置 

保健師、介護福祉士等の専門家からなる「認知症初期集中支援チーム」が、認知

症の人やその家族に対して、初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポ

ートを実施する（新規 100 か所）。 

 

イ 認知症地域支援推進員の配置 

認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、

地域の実情に応じて医療機関、介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携

支援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う「認知症地域支援推進員」

を地域包括支援センター等に配置する（275 か所→470 か所）。 

 

ウ 認知症ケア向上推進事業の実施 

認知症ケアの向上を図るため、一般病院・介護保険施設などでの認知症対応力の

向上、認知症ケアに携わる多職種の協働研修、認知症高齢者グループホームなどで
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の在宅生活継続支援のための相談・支援を行うとともに、家族教室や認知症カフェ

等による認知症の人とその家族への支援等の取組等を推進する（225 か所→470 か

所）。 

 

②認知症施策の総合的な取組                          １５億円（１６億円） 

ア 認知症疾患医療センター等の整備の促進 

認知症の人とその家族に対する早期診断や早期対応を行うため、認知症の専門医

療機関である認知症疾患医療センター等の整備の促進を図る（175 か所→300 か所）。 

 

イ 市民後見人の養成とその活動への支援の推進 

市民後見人の養成やその活動支援等、地域での市民後見の取組を推進する。 

 

ウ その他の支援の実施 

若年性認知症施策や医療従事者向けの研修等を実施する。 

 

（３）地域での介護基盤の整備                     ３４億円（５１億円） 

地域包括ケアシステムの実現に向け、高齢者が住み慣れた地域での在宅生活を継続

することができるよう、都市型軽費老人ホーム等の整備に必要な経費について財政支

援を行うとともに、定期巡回・随時対応サービス、複合型サービス事業所等を開設す

る際の経費について財政支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○地域包括ケアシステムの構築に向けた体制整備の推進                ２９２億円 

小規模特別養護老人ホーム等の地域密着型の介護基盤整備を着実に進める。また、

介護基盤整備を着実に進めるため、施設開設のための費用を助成するとともに、定期

巡回・随時対応サービスの円滑な実施に要する費用に対して補助を行う。 

 

○介護施設等のスプリンクラー整備支援                            ６０億円

  介護施設等の防火対策を推進するため、スプリンクラーの設置等に要する費用に対

して補助を行う。 

（参考） 

「介護基盤緊急整備等臨時特例基金」及び「介護職員処遇改善等臨時特例基金」の延長

について 

小規模特別養護老人ホーム等の地域密着型の介護基盤整備等を支援する「介護基盤

緊急整備等臨時特例基金」及び介護基盤整備を着実に進めるため、施設開設の費用等

を助成する「介護職員処遇改善等臨時特例基金」について、平成 26 年度まで実施期

限を延長する。 
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（４）介護・医療関連情報の「見える化」の推進 【新規】             ４億円 

   地域包括ケアシステムの構築に向けて、全国・都道府県・市町村・日常生活圏域別

の特徴や課題、取組等を市町村等が客観的かつ容易に把握できるよう、介護・医療関

連情報の共有（「見える化」）のためのシステム構築等を推進する。 

 

（５）低所得の高齢者等の住まい・生活支援の推進 【新規】         １．２億円 

自立した生活を送ることが困難な低所得の高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮

らせるよう、社会福祉法人等が実施する、家賃の低い空家等を活用した住まい確保の

支援や、見守り・日常的な生活相談等の取組等について支援を行う。 

 

（６）訪問看護の供給体制の拡充【新規】                    ５２百万円 

   在宅療養を望む要支援・要介護者に対する訪問看護サービスの安定的かつ効率的な

供給体制を拡充するために、都道府県が、地域の実情を踏まえた訪問看護サービスの

確保のための施策を策定し、その内容を介護保険事業支援計画に掲載するとともに、

訪問看護師の定着支援や訪問看護ステーションの規模拡大に向けた初期支援等を実施

する費用に対して補助を行う。 

 

（７）高齢者リハビリテーションの機能強化【新規】              ４７百万円 

急性期・回復期から生活期リハビリテーションへの円滑な移行と、リハビリテーシ

ョンの理念を踏まえた「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランスよく

働きかける観点から、二次医療圏単位の医療介護連携と、体操などを行う住民運営の

通いの場を充実させるような地域づくりを推進するために、一部の都道府県及び市町

村に対して実践を通じて技術的支援を行う。 

 

（８）生涯現役社会の実現に向けた環境整備            ３１億円（３２億円） 

   生涯現役社会を実現し、企業退職高齢者などが地域社会の中で役割を持って生活で

きるよう、一定の収入を得ながら自らの生きがいや健康づくりにも繋がり、介護予防

や生活支援のモデルとなる有償ボランティア活動などの立ち上げや、老人クラブ活動

への支援等を行う。 

○（独）福祉医療機構への政府出資（社会福祉施設・医療施設の防災対策の低利融資）（再掲）   

４．６億円

社会福祉施設や医療施設の耐震化やスプリンクラーの設置等を推進するため、（独）

福祉医療機構が低金利かつ長期の貸付を行うことにより設置者の自己負担を軽減で

きるよう、政府出資により同機構の財務基盤を強化する。 

－53－



 
 

（９）福祉用具・介護ロボットの実用化の支援         ８３百万円（８３百万円） 

福祉用具や介護ロボットの実用化を支援するため、介護現場における機器の有効性

の評価手法の確立、介護現場と開発現場のマッチング支援によるモニター調査の円滑

な実施等を推進する。 

 

(１０)福祉用具の安全な利用・導入の推進【一部新規】   ３５百万円（４１百万円） 

福祉用具の安全な利用・導入を推進するために、製品に起因しない事故について、

事故事例の収集分析を行い、安全な利用手法を提供する。 

 

（１１）介護保険制度改正に伴うシステム改修          ４０億円（３３百万円） 

   平成 27 年度介護保険制度改正に伴い、介護給付審査支払事務を引き続き円滑に行え

るよう、保険者等のシステムのプログラム修正を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）適切な介護サービス提供に向けた取組の支援      ７３億円（８６億円） 

介護支援専門員の資質向上を図るため、体系的な研修事業を行い、必要な知識・技

術の習得を図る。また、介護サービス情報公表制度の着実な実施を図るため、都道府

県が行う調査・公表事務や実施体制整備等の取組を支援する。 

さらに、地域包括ケアシステムの実現に向け、医療、介護等の多職種が協働し、高

齢者の在宅生活を支援しながら、それを支える社会基盤の整備を同時に進めていく「地

域ケア会議」の普及・定着を促進する。 

 

 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○介護保険の審査支払システムの改修等                           １８億円 

介護保険制度の安定的な運用を確保するため、介護給付審査支払システム等の緊急

改修を行う。 
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（１） 難病対策                                 ７１９億円（５４９億円） 

①難病に関する調査・研究などの推進（一部再掲・４７ページ参照） １０４億円（１０２億円） 

難病研究を総合的・戦略的に実施するため、全国規模のデータベースを活用する

などし、疫学、病態解明、新規治療法の開発、再生医療技術を用いた研究を行うと

ともに、難病政策と一体となった調査研究を推進する。 
また、希少疾患の中でもきわめて患者数の少ない疾病等の医薬品や医療機器をは

じめ、再生医療等製品の開発に対する支援を行い、製品化を推進する。 
 

②公平・安定的な医療費助成の仕組みの構築（一部社会保障の充実） 

６０８億円（４４０億円） 

難病患者への医療費助成については、都道府県の超過負担の解消を図るとともに、

平成 26 年通常国会に難病新法を提出し、平成 27 年１月から、新たな公平かつ安定

的な医療費助成の制度を確立し、対象疾患の大幅な拡大等を図る（平成 26 年 12 月

末までの現行制度に係る経費は、従来の特定疾患治療研究事業として実施）。 
 

③国民の理解の促進と社会参加のための施策の充実           ８億円（７．４億円） 

難病相談・支援センター等を充実・強化し、難病患者が社会生活を送る上での悩

みや不安を取り除く支援や、難病に関する普及啓発に取り組み、難病患者の社会参

加などを推進する。 
 

 【参考】「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」（抄） 

第４条 

      10 難病対策に係る都道府県の超過負担を解消を図るとともに、難病及び小児慢性特定疾患 

に係る新たな公平かつ安定的な医療費助成の制度を確立するため、新制度の確立に当たっ 

て、次に掲げる事項その他必要な事項について検討を加え、その結果に基づいて必要な措 

置を講ずるものとする。 

一 新制度を制度として確立された医療の社会保障給付とすること 

二 新制度の対象となる疾患の拡大 

       三 新制度の対象となる患者の認定基準の見直し 

       四 新制度の自己負担の新制度以外の医療費にかかる患者の負担の軽減を図る制度との

均衡を考慮した見直し 

難病等の各種疾病対策や予防接種の推進などの感染症対策、新たな予防法等の開発や

がん検診などのがん対策、重症化予防の推進などの肝炎対策などを推進する。 

また、輸入食品などの食品の安全対策、安全で強靱な水道の構築などを推進する。 

１ 難病などの各種疾病対策、移植対策     ８０４億円（６３４億円） 

第４ 健康で安全な生活の確保 
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     11 政府は、前項の措置を平成 26 年度を目途に講ずるものとし、このために必要な法律案 

を平成 26 年に開会される国会の常会に提出することを目指すものとする。 

 

（２）各種疾病対策                                     ５７億円（５７億円） 

①エイズ対策の推進                                   ４８億円（４８億円） 

HIV 検査・相談について、利便性に配慮した体制の整備、検査の必要性が高い対象

者やこれらの対象者の多い地域への重点化等、引き続き効率的・効果的な施策の推進

を図る。 

 

②リウマチ・アレルギー対策などの推進                    ９．４億円（９．２億円） 

リウマチ・アレルギー対策の推進のため、治療法開発及び医療の標準化や均てん

化に資する研究を推進するとともに、患者とその家族の悩みや不安に対応するため、

自治体の相談員を対象に全国ブロックごと（１箇所→５箇所）に研修会を開催し、

相談員の資質の向上を図る。 

 

（３）移植対策                                        ２８億円（２７億円） 

①造血幹細胞移植対策の推進                             ２０億円（１９億円） 

「移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律」が平成 26 年１月か

ら施行されることを踏まえ、造血幹細胞移植推進拠点病院の整備や患者・骨髄等ドナ

ー・臍帯
さいたい

血
けつ

の情報の一元的管理、治療成績等のデータ収集・分析を通じて、骨髄移植、

末梢
まっしょう

血
けつ

幹細胞移植、臍帯
さいたい

血
けつ

移植の３種類の移植法について、患者の病気の種類や病

状に応じて適切な方法で移植を実施するための体制を整備する。 
 

②臓器移植対策の推進                                      ６億円（６．６億円） 

脳死下での臓器提供が着実かつ適切に実施されるよう、あっせん業務に従事する

人を増員（38 人→42 人）するとともに、臓器移植に対する国民への普及啓発を推進

する。 

 

 

 

 

 

（１）予防接種の推進                             １４億円（１５億円） 

平成 25 年６月に取りまとめられた「集団予防接種等によるＢ型肝炎感染拡大の再発

防止策について」等を踏まえ、予防接種に関する相談体制の充実や医療従事者に対す

る安全・技能研修の実施により、予防接種の安全性の確保を図るとともに、接種率の

更なる向上を図るための体制を整備するなど、予防接種の推進を図る。 

※ このほか、平成 25 年３月に成立した予防接種法改正法の衆参両院における附帯決議を踏

２ 予防接種の推進などの感染症対策     １３５億円（１３１億円） 
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まえ、平成26年度中に２ワクチン(水痘、成人用肺炎球菌)を定期接種化する(地方財政措置)。 

 

（２）HTLV-1 関連疾患に関する研究の推進                １０億円（１０億円） 

ヒト T 細胞白血病ウイルス 1 型（HTLV-1）への感染対策と、これにより発症する成

人 T細胞白血病（ATL）や HTLV-1 関連脊髄症（HAM）の診断・治療法等に関する研究を、

感染症・がん・難病・母子保健対策が連携し、HTLV-1 関連疾患研究領域として総合的

な推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）がん対策                             ２３０億円（２３５億円） 

①がん研究の推進【一部新規】（一部再掲・４７ページ参照）        ９０億円（６２億円） 

平成 25 年８月に、がん対策推進基本計画に基づき、がん研究の今後のあるべき方

向性と具体的な研究事項等についてとりまとめた「今後のがん研究のあり方に関する

有識者会議報告書」を踏まえ、予防、早期発見から新規薬剤開発、医療技術開発や実

用化、新規標準治療開発等、がん医療の実用化のための研究、がん患者のより充実し

たサバイバーシップの実現等を目指した政策課題解決のための研究を強力に推進す

る。 
 

②がん診療連携拠点病院の機能強化                      ４０億円（３３億円） 

ア がん診療提供体制の充実【新規】 

がん診療連携拠点病院がない２次医療圏に、緩和ケア、相談支援、地域連携等の

基本的ながん診療機能を確保する「地域がん診療病院（仮称）」を設置する。また、

３ がん対策、肝炎対策、健康増進対策    ４４８億円（４５１億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○プレパンデミックワクチンの購入等                               ６４億円

新型インフルエンザの発生に備えて、国が備蓄しているプレパンデミックワクチン

の一部が有効期限切れとなるため、備蓄の維持に必要な買い替え等を行う。 

また、黄熱対策として、サッカーワールドカップのブラジル開催（平成 26 年６月）

による、黄熱ワクチン被接種者の増加に対応するため、必要なワクチンの購入を行う。

 

○風しんの感染予防及びまん延防止対策の強化                       １２億円 

主として先天性風しん症候群の予防のために、妊娠を希望する女性のうち予防接種

が必要である者を効率的に抽出するための抗体検査に必要な費用を補助するととも

に、予防接種の必要性などについて普及啓発を行う。 
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特定がん種に多くの診療実績を有し、都道府県内で拠点的な役割を果たす「特定領

域がん診療病院（仮称）」を設置する。これらの取組により、がん診療のさらなる均

てん化と専門的診療の一定の集約化を図る。 

 

イ がんの緩和ケア体制の整備 

都道府県がん診療連携拠点病院に設置している「緩和ケアセンター」について、

財政支援の対象を地域がん診療連携拠点病院に拡充するとともに、地域において専

門的緩和ケアの基盤づくりを行う活動を支援する。 

 

③がん検診の推進                                  ２６億円（７３億円） 

一定年齢の者に対し、大腸がん検診の無料クーポン券等を配布し、がん検診受診

率の向上を図るとともに、検診対象者の特性に応じたきめ細やかな受診勧奨や普及

啓発を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 

④がん登録の推進【一部新規】                          ２０億円（１２億円） 

がん診療連携拠点病院等で行う院内がん登録を推進するとともに、がん登録推進

法の成立に伴い、国内におけるがん罹患、診療、転帰等の情報を記録、保存するた

めのデータベースを構築する。 
 
（２）肝炎対策                             １８７億円（１８８億円） 

①早期発見・早期治療を促進するための環境整備              １４０億円（１３８億円） 

肝炎の早期発見・早期治療を促進するため、引き続き、肝炎に対する正しい知識

の普及啓発、肝炎ウイルス検査、肝炎患者への医療費の助成及び医療提供体制の確

保等を推進する。 
 

ア 肝炎ウイルス陽性者のフォローアップによる重症化予防の推進【一部新規】（再掲・４３ 

 ページ参照）                                 １２億円（９．５億円） 

肝炎ウイルス検査で陽性となった者に対する医療機関への受診勧奨を行うととも

に、初回精密検査費用や低所得者の定期検査費用への助成を行うことにより、陽性

者のフォローアップを推進し、重症化予防を図る。 

 

 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○働く世代の女性支援のためのがん検診の推進（再掲）                  ４４億円 

子宮頸がん及び乳がん検診の受診率向上を推進し、がんの早期発見につなげるた

め、受診勧奨（コール・リコール）及び過去に無料クーポン配布を受けたが未受診で

ある者等の検診費用の助成を行う。 
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イ 肝疾患診療連携拠点病院の機能強化【一部新規】         ６．２億円（５．８億円） 

肝疾患相談センターへの保健師・栄養士の配置や、肝臓病教室の開催等により、

肝炎患者への生活指導の充実を図る。 

 

   ②肝炎治療研究などの強化【一部新規】                    ４６億円（５０億円） 

Ｂ型肝炎の新規治療薬の開発を目指した創薬研究等の推進を図るとともに、Ｃ型

肝炎ウイルスの感染メカニズム等の解明や肝硬変の病態の進展予防、難治例・進行

例に対する新規治療薬・治療法の開発を目指した研究を行い、肝炎に関する基礎、

臨床、疫学、行政研究等を総合的に推進する。 

 

（３）健康増進対策                           ３１億円（２７億円） 

①健康づくり・生活習慣病対策の推進【一部新規】（一部再掲・４３ページ参照） 

                                         １７億円（１５億円） 

健康寿命の延伸等を目的とした「健康日本２１（第二次）」を着実に推進し、国民

一人ひとりが日々の生活の中で健康づくりに向けた自発的な行動変容を起こしてい

けるよう、企業・民間団体・自治体の連携により、地域での健康づくりを着実に実

施し、健康づくりの国民運動化を推進する。 

 
②生活習慣病予防に関する研究などの推進（一部再掲・４７ページ参照） １４億円（１２億円） 

生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系的に実施する中で、糖

尿病等の合併症に特化した予防、診断、治療に関する研究を重点的に推進し、今後

の対策の推進に必要なエビデンスを収集する。 

 

 

 

 

 

（１）健康安全・危機管理対策総合研究の推進           ４億円（４．５億円） 

感染症やテロリズム等の健康危機の発生に備えた初動体制の確保、危機情報の共有

や活用、地域での健康危機管理体制の基盤強化等に資する健康安全・危機管理対策に

関する総合的な研究を推進する。 

 

（２）健康危機管理体制の整備【一部新規】               １．３億円（１．１億円） 

非常時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時から、各種訓練の実施、地

域での連携体制の構築等を行うとともに、地域での健康危機事例に的確に対応するた

め、専門家の養成等を行う。また、テロ対策に係る公衆衛生上の情報交換や国際協力

について協議するため、世界健康安全保障閣僚級会合等を日本で開催し、国際的な健

康危機管理ネットワークの強化及びテロ対策の充実を図る。 

４ 健康危機管理対策の推進             ５．９億円（６．１億円） 

す
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（３）国際健康危機管理対策の推進                   ５６百万円（５７百万円） 

国外での未知の感染症が疑われる事例の調査について、WHO 等が編成する疫学調査

チームに国立感染症研究所が参加し、国際的な感染症の情報収集、分析、情報の還元

等を行う。また、国内外で分離される病原体の遺伝子情報の解読、データベース化や

疫学調査等への利用を推進する。 

 

 

 

 
 
（１）輸入食品の安全確保対策などの推進             ９２億円（９９億円） 

輸入食品が増加する中で、検疫所のモニタリング検査について、食品群ごとの輸入

量、違反率等に基づき必要な検体数を適切に処理できるよう、精度管理の向上、民間

の検査機関の活用など検査体制の充実を図る。 
 
（２）食品安全分野における輸出促進対策の推進【一部新規】 

２７百万円（８百万円） 

食品の輸出促進に向けて、輸出先国が求める衛生管理基準に対応するとともに、国

内の食品関係事業者の衛生水準の向上を図るため、食品関係事業者へのHACCP（※）の

導入を支援する指定普及機関の創設などHACCPの普及を図る。 

※ HACCP（Hazard Analysis Critical Control Point）：微生物による汚染、金属の混入等の危

害を予測した上で、危害の防止につながる特に重要な工程を継続的に監視・記録する工程管理の

システム。 

 

（３）残留農薬などの安全確保対策の推進               ８．６億円（９．２億円） 

①残留農薬などの基準設定手続の迅速化                 ７．１億円（７．６億円） 

「ポジティブリスト制度（※1）」の導入の際に設定した農薬などの暫定基準につ

いて、迅速に見直しを行うとともに、食品添加物について、国際汎用添加物（※2）

等の迅速な指定や安全性確保の取組を更に強化する。 
※1 ポジティブリスト制度：食品中に残留する農薬などについて、残留基準を設定し、基準を超

えて食品中に残留する場合、その食品の販売等を禁止するもの。 

※2 国際汎用添加物：国際的に安全性が確認され、欧米で広く使用が認められており、国が主体

的に指定に向けた検討を進めるもの。 

 

②健康食品の安全確保対策の推進                         ２５百万円（２４百万円） 

いわゆる健康食品による健康被害を未然に防ぐため、食品成分についての安全性

試験や分析調査を行う。 
 

５ 食の安全・安心の確保など             １１３億円（１２３億円） 

－60－



 
 

③食品用容器包装などの安全確保対策の推進              ８０百万円（８５百万円） 

食品用容器包装などに用いられる化学物質の規制について、容器包装から食品へ

の溶出試験の実施等により具体的なデータの蓄積を行い、欧米等で導入されている

ポジティブリスト化に向けた制度の検討を進める。 
また、近年、利用が拡大し、食品用途にも応用されつつあるナノマテリアル（※）

について、溶出試験の実施等により具体的データの蓄積を行い、リスク管理手法の

検討を進める。 
※ナノマテリアル：大きさが 100 ナノメートル以下の小さな物質（ナノとは１ミリの 100 万分の１）。 

 

④食品汚染物質に係る安全確保対策の推進                  ５１百万円（５０百万円） 

食品中の汚染物質対策について、重金属、かび毒等の汚染実態や摂取量の調査等

を行い、基準の設定や見直し等の安全性確保の取組を進める。 
 

（４）食中毒対策の推進                             ４８百万円（６７百万円） 

近年の大規模・広域化した食中毒事件の被害拡大防止のため、菌株収集等による原

因究明調査を行うとともに、自治体等による疫学調査が迅速に行われるよう担当官を

現地に派遣するなど、食中毒対策を推進する。 
 

（５）食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の推進 

９百万円（９百万円） 

食品安全に対する消費者の意識の高まりなどに対応するため、食品安全基本法や食

品衛生法に基づき、消費者等への積極的な情報提供や双方向の意見交換を行う。 
 
（６）食品の安全の確保に資する研究の推進          ７．１億円（８．８億円） 

食中毒の予防や食品中の化学物質の基準設定等の課題について、科学的根拠に基づ

く調査研究を進める。 
 

（７）カネミ油症患者に対する支援策の実施           ６．４億円（６．３億円） 

カネミ油症患者に対する総合的な支援策の一環として、ダイオキシン類を直接経口

摂取したことによる健康被害という特殊性から、カネミ油症患者の健康実態調査を実

施し、健康調査支援金を支給するとともに、研究・検診・相談事業を推進する。 
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災害時でも安全で良質な水道水を供給し、将来にわたり持続可能かつ強靱な水道を

構築するため、地方公共団体が実施する水道施設の耐震化・老朽化対策等を推進する。 

 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

中小零細の生活衛生関係営業者の営業の振興や発展を図るため、その組織基盤の強

化を通じた衛生水準の確保・向上、相談支援体制の強化を図るとともに、本格的な高

齢社会に向けて、生活衛生関係営業者が各事業者の特性を活かした生活支援等に係る

サービスの実施を促進し、地域活性化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法に基づき、Ｂ型肝

炎ウイルスの感染被害を受けた人々への給付金などの支給に万全を期すため、社会保

険診療報酬支払基金に設置した基金に給付金などの支給に必要な費用の積み増しを行

う。 

 

 

 

６ 強靱・安全・持続可能な水道の構築     １５１億円（２６５億円） 

７ 生活衛生関係営業の活性化や振興など    ２９億円（２５億円） 

８ B 型肝炎訴訟の給付金などの支給     ５７２億円（５７２億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○中小企業・小規模事業者の資金繰り支援                         ７．７億円 

生活衛生関係営業における投資促進や基盤強化のため、（株）日本政策金融公庫の

融資について、拡充を図る。 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○水道施設の耐震化・老朽化対策等の推進                         ４３２億円 

災害時においても安全で良質な水道水を安定的に供給できるよう、地方公共団体が

実施する水道施設の耐震化・老朽化対策等の推進に要する費用に対して補助を行う。

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給                          ４９８億円 
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高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養護

ホームの運営、調査研究事業など総合的な施策を引き続き実施する。 

また、平成 25 年 12 月にとりまとめられた原爆症認定制度の在り方に関する検討会

の報告書を踏まえ、原爆症認定基準について、心筋梗塞など非がん疾病の認定範囲の

拡大を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハンセン病問題の解決の促進に関する法律等に基づき、ハンセン病療養所の入所者

に必要な療養の確保、退所者等への社会生活支援策、偏見・差別の解消のための普及

啓発等の施策を着実に実施する。 
 

 

 

 

 

 

 

（１）脱法ドラッグなどの対策の強化                       １．７億円（２億円） 

社会問題化している合法ハーブと称して販売される薬物の乱用を食い止めるため、

国内で検出された未規制物質に加え、海外で検出された国内流通前の未規制物質につ

いても指定薬物への指定を推進する。また、化学構造が類似している特定の物質群を

まとめて指定薬物に指定する方法（包括指定）の適用を拡大するとともに、乱用防止

のための情報の収集・提供や啓発等の取組を強化する。 

 

（２）薬物などの依存症対策の推進【一部新規】        ３９百万円（３９百万円） 

地域での薬物・アルコールを中心とした依存症対策を推進するため、実施自治体で

１１ 脱法ドラッグなどの薬物乱用・依存症対策の推進 

８．５億円（９．１億円）

１０ ハンセン病対策の推進               ３６５億円（３６６億円） 

９ 原爆被爆者の援護            １，４４９億円（１，４８１億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○在外被爆者保健医療助成                                    １４億円

高齢化する在外被爆者の方々に対し、国内の被爆者と同水準の医療費を支給するた

め、医療費の助成措置を講ずる。 
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毎年度当初に「地域依存症対策支援計画」を策定し、この計画に基づく事業を実施す

る。 

また、依存症者の社会復帰支援を強化するため、家族支援員による相談支援のほか、

関係者や依存症家族に対しての研修を行う。 

さらに、依存症治療を専門的に行っている医療機関を「依存症治療拠点機関」に指

定し、依存症者及びその家族への医療支援の充実を図るとともに、当該機関で得られ

た知見の評価・検討を行い、支援体制モデルの確立を行う。 
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（１）過重労働解消に向けた取組の促進【一部新規】      ２．５億円（２．３億円） 
「過重労働解消キャンペーン（仮称）」等による過重労働解消に向けた労使の取組の

促進や相談体制の確保を図るとともに、過重労働による健康障害の防止のための重点

的な監督指導を行う。 

 

（２）働き方・休み方の見直しに向けた事業主などの取組の促進 

１５億円（９．６億円） 

①働き方・休み方の見直しに向けた事業主などの取組の促進【一部新規】 

     ８．４億円（８．９億円） 

企業や労働者が働き方・休み方の現状や課題を自主的に評価できる「働き方・休

み方改善指標」の活用方策の検討や、この指標の活用に関する好事例の収集・分析、

「地域の特性を活かした休暇取得促進のための環境整備事業」の拡充等を行う。 

 

②テレワークの普及・促進【一部新規】（再掲・３２ページ参照）    ６．５億円（６７百万円） 

 

（３）仕事と育児の両立支援策の推進【一部新規】（再掲・２６ページ参照） 

１，０５６億円（１６７億円） 

 

（４）仕事と治療や介護の両立支援の推進【一部新規】（一部再掲・３２ページ参照） 

                                  １．４億円（１．１億円） 
疾病を抱える労働者の治療と職業生活の両立を支援するため、企業における取組の

好事例集を作成し、研修会の開催により周知を図る。 

介護を行っている労働者の継続就業を促進するため、実証実験を行うことにより、

企業及び労働者の具体的課題を把握し、対応策を検討するとともに、シンポジウムの

開催等を行う。 

就労形態にかかわらず公正に処遇され、安心して将来に希望を持って働くことができるよう

にワーク・ライフ・バランスの実現、労働者が安全で健康に働くことができる労働環境の整備、

非正規雇用労働者の雇用の安定・能力開発などを推進する。 

１ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現 

           １，０７６億円（１８２億円）

第５ 安心して将来に希望を持って働くことのできる 

環境整備 
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（５）バス、トラック、タクシーの自動車運転者の長時間労働の抑制【一部新規】 

１．２億円(１．２億円) 
自動車運転者を使用する事業者に対し、自動車運転者時間管理等指導員による指導

を行うとともに、業界団体に加入していない事業者に対する労働基準関係法令の周知

を行うほか、運輸事業の新規参入者に対し、国土交通省と連携して、労働基準関係法

令の講習等を行う。 

 

 

 

 

 

 

第 12 次労働災害防止計画を踏まえた施策の推進       ７５億円（６９億円） 
メンタルヘルス対策や化学物質管理対策等に関して、労働政策審議会の議論を踏ま

え、早期に必要な法制上の措置を講じるとともに、制度の周知を図り、以下の対策を

推進する。 

 

①業種の特性に応じた労働災害防止対策の推進【一部新規】       ５．４億円（４億円） 

第三次産業（特に飲食店等）、荷主先での作業を伴う陸上貨物運送事業、人材不足

の顕在化している建設業について、各業種の特性に応じ、非正規雇用労働者を含め労

働災害の防止を図る。 

 

②職場でのメンタルヘルス・産業保健対策の推進【一部新規】      ３１億円（３１億円） 

労働者の健康確保を図るため、職場でのメンタルヘルスや小規模事業場に重点化

した産業保健対策を推進する。 

 

③化学物質管理の支援や石綿ばく露防止対策の推進【一部新規】    ３０億円（２５億円） 

化学物質のリスク評価を行うとともに、相談窓口の設置や訪問指導の実施等によ

り、職場での化学物質管理の支援体制の整備を図る。 

また、建築物の解体工事等における石綿ばく露防止対策を推進する。 

さらに、化学物質、粉じん、石綿等による健康被害を防止するため、新たに作成

する方針の下、的確に監督指導等を実施する。 

 

④職場での受動喫煙防止対策の推進                   ８．６億円（９．１億円） 

職場での受動喫煙防止対策を推進するため、中小企業事業主に対する喫煙室設置

への財政的支援を行うとともに、受動喫煙の有害性や対策の必要性についての周知啓

発を行う。 

 

２ 労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり 

７５億円（６９億円）
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（１）職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた環境整備【一部新規】 

１．４億円（９０百万円） 

パワーハラスメントの予防・解決に向けた社会的気運を醸成するための周知・広報

を引き続き実施するとともに、広報媒体・広報先の充実を図る。 

パワーハラスメント対策を更に推進するため、労使への支援策の充実を図る。 

 

（２）労働保険未手続事業一掃対策の推進と労働保険料の収納率の向上【一部新 

規】                                   １６億円（１７億円） 

労働者のセーフティネットである労働保険制度の健全な運営と費用負担の公平を期

するため、労働保険の未手続事業の発生防止を含む一掃対策を推進するとともに、口

座振替制度の一層の利用促進等により、労働保険料の収納率の向上を図る。 

 

（３）｢雇用労働相談センター（仮称）｣の設置【新規】                ５億円 

国家戦略特区において、新規開業直後の企業及びグローバル企業等が我が国の雇用

ルールを理解し、予見可能性を高めるため、｢雇用労働相談センター（仮称）｣を設置

し、裁判例を分析・類型化した「雇用ガイドライン」を活用し、情報の提供、相談、

助言その他の援助を行う。 

 

※労働者災害補償保険法に基づく業務災害や通勤災害を受けた労働者への保険給付などと 

して８，８６２億円（８，９０７億円）を計上。 

 

 

 

 

（１）フリーターなどの非正規雇用労働者の正規雇用化の促進【一部新規】（一部再

掲・３３ページ参照）                          ６３億円（２８億円） 
わかものハローワーク等を充実し、非正規雇用労働者のニーズに応じた支援メニュ

ーを提供するとともに、非正規雇用労働者の個々人の特性に配慮した公共職業訓練の

見直しや産官学の地域コンソーシアム（共同作業体）による多様な職業訓練コースの

開発及び訓練実施、中長期的なキャリア形成の支援等により、非正規雇用労働者の能

力開発の抜本的な強化を図る。 

 

（２）「多元的で安心できる働き方」の普及等による非正規雇用労働者のキャリアア

ップ支援【一部新規】（一部再掲・３０ページ参照）      １６９億円（７３億円） 
職務等に着目した「多様な正社員」モデルの普及・促進を図るため、成功事例の収

３ 良質な労働環境の確保                 ２３億円（１８億円） 

４ 非正規雇用対策の総合的な推進      ２４１億円（１１１億円） 
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集や海外調査を行うとともに、有識者による懇談会において労働条件の明示等の雇用

管理上の留意点について取りまとめ、これらの結果の速やかな周知・啓発を図る。 

また、パートタイム労働法制の整備等を行うとともに、平成 25 年 12 月に閣議決定

された「好循環実現のための経済対策」において拡充することとされたキャリアアッ

プ助成金の積極的な活用促進等により、企業内における非正規雇用労働者のキャリア

アップのための環境を整備し、非正規雇用労働者の雇用の安定・人材育成・処遇改善

等を総合的に支援する。 

 

（参考）【「好循環実現のための経済対策」（平成 25 年 12 月５日閣議決定）】 
○キャリアアップ助成金拡充                     制度要求 

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の

企業内のキャリアアップを促進するため、正規雇用への転換や人材育成、処遇改善な

どの取組を実施した事業主に対する助成について、助成額及び助成上限人数の引き上

げ並びに要件の緩和を実施する。 
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（１）国民の信頼に応える生活保護制度の構築     

２兆８，９７３億円（２兆８，４７４億円） 

生活保護を必要とする人に対して確実に保護を実施するため、生活保護制度に係る

国庫負担に要する経費を確保する。 
また、平成 25 年 12 月に成立した生活保護法改正法に基づき、今後とも生活保護制

度が国民の信頼に応えられるよう、就労による自立支援の強化、不正受給対策の強化、

医療扶助の適正化等を進めるための所要の措置を講じていく。 
 

ア 生活扶助基準等の見直し 
平成 25 年８月から三段階で行う生活扶助基準等の適正化の二段階目に併せ、消費

税率の引上げの影響を含む国民の消費動向など、最近の社会経済情勢等を総合的に勘

案し、生活扶助基準等の改定を行う（平成 26 年４月実施）。 

（参考）平成 26 年度生活扶助基準の改定率の具体例（都市部） 

    ・ 夫婦と子（30 代夫婦と幼児）          ▲0.6％ 

    ・ 高齢単身世帯（60 代単身）         ＋2.0％ 

    ・ 単身世帯（20～40 歳）          ＋0.1％ 

  ※ 生活扶助基準等の適正化の二段階目による改定率（年齢・世帯人員・地域差によっ

て異なる）と、国民の消費動向などを総合的に勘案した改定率（2.9％）を合計した

もの。 

 
イ 就労自立給付金の創設 

生活保護受給者の自立の助長を図るため、安定した職業に就いたこと等により保 
護を必要としなくなったと認めたものに対して、就労自立給付金を支給する。 

 

 

 

 

第６ 自立した生活の実現と暮らしの安心確保 

国民の信頼に応える生活保護の適正実施と就労支援など生活困窮者に対する支援体制

の整備、自殺・うつ病対策などにより暮らしの安心を確保する。 

１ 生活保護の適正化及び生活困窮者の自立・就労支援等の推進 

２兆９，０４９億円（２兆８，５４８億円）
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（２）生活保護受給者等の生活困窮者に対する就労支援の推進など（再掲・３５ペ

ージ参照）                              ７５億円（７４億円） 

   

（３）新たな生活困窮者自立支援制度を担う人材養成等の実施【新規】 １．５億円 

新制度の導入に向け、生活困窮者の自立に向けた包括的かつ継続的な支援を担う相

談支援員の養成等の体制整備を行う。実施に当たっては、平成 25 年度補正予算案（地

域社会におけるセーフティネット機能の強化）と一体的に行うことにより、自立に向

けた再チャレンジができる環境を整える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ひきこもりサポーター養成研修、派遣事業の推進 

セーフティネット支援対策等事業費補助金１５０億円の内数 

ひきこもり対策を推進するため、ひきこもりの人やその家族に対するきめ細やかで

継続的な相談支援や早期の把握が可能となるよう、「ひきこもりサポーター」を養成し、

市町村でひきこもりサポーター派遣事業を実施する。 

 

 

 

２ 「社会的包容力」の構築             

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○地域社会におけるセーフティネット機能の強化                 ５２０億円の内数 

緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）を積み増し、地域

における総合的な支援体制の整備を促進するためのモデル事業の拡充や住宅支援給

付の継続などにより、平成 27 年度に創設する新たな生活困窮者自立支援制度への円

滑な移行を図る。 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○地域社会におけるセーフティネット機能の強化                 ５２０億円の内数 

  緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）を積み増し、福

祉事務所に就労支援員等を配置するなど生活保護受給者等の自立・就労支援のため

の福祉事務所の実施体制の強化を図る。 

併せて、「貧困の連鎖」の防止を図るため、生活保護世帯の親子への養育相談・

学習支援や子どもの居場所づくりを推進する。 

－70－



 
 

（２）寄り添い型相談支援事業の実施 

セーフティネット支援対策等事業費補助金１５０億円の内数 

生きにくさや暮らしにくさを抱える人がいつでもどこでも相談ができ、誰でも適切

な支援を迅速に受けられるようにするため、問題を抱える人の悩みを傾聴し、支援機

関の紹介や必要に応じた寄り添い支援等を行う。 

（東日本大震災被災３県では被災者支援として別途実施） 

 

 

 

  
 

 

（１）地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援 

３億円（２．８億円） 

都道府県・指定都市に設置されている「地域自殺予防情報センター」での専門相談

の実施のほか、関係機関のネットワーク化等により、うつ病対策、依存症対策等の精

神保健的な取組を行うとともに、地域の保健所と職域の産業医、産業保健師等との連

携の強化による自殺対策の向上を図る。 
また、自殺未遂者等へのケアに当たる人材を育成するための研修を行うとともに、

全国的または先進的な自殺対策を行っている民間団体に対し支援を行う。 

 

（２）自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成（一部再掲・６６ページ参照） 

３１億円及び地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

（３１億円） 

うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医、ケースワー

カー等の地域で活動する人に対するうつ病の基礎知識、診断、治療等に関する研修や、

地域でのメンタルヘルスを担う従事者に対する精神保健等に関する研修を行うこと等

により、地域の各種相談機関と精神保健医療体制の連携強化を図る。（地域生活支援事

業（４６２億円）の内数） 

また、メンタルヘルス不調者の発生防止のため、職場でのストレス等の要因に対す

る適切な対応が実施されるよう、メンタルヘルス対策への取り組み方がわからない事

業者等への支援を行う。 

 

（３）認知行動療法の普及の推進（再掲・７７ページ参照）     ９９百万円（１億円） 

 

（４）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）体制の整備（再掲・ 

７７ページ参照）              地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

３ 自殺・うつ病対策の推進                 ３６億円（３６億円） 
（地域生活支援事業計上分を除く）
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（５）災害時心のケア支援体制の整備（再掲・７８ページ参照） 

４６百万円及び地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

（４７百万円） 

 

 

 

 

 

 

（１）戦没者慰霊事業などの推進                         ２４億円（２１億円） 

硫黄島、旧ソ連地域における遺骨収集帰還事業の推進をはじめ、すべての地域で可

能な限り速やかに遺骨が収容できるよう、未収容遺骨に関する海外資料調査や情報収

集を強化する等の取組を進める。 

 

（２）中国残留邦人等の援護など【一部新規】            １１３億円（１１１億円） 

平成 25 年 12 月に成立した中国残留邦人等支援法改正法に基づく配偶者支援金の支

給を含め、中国残留邦人等への支援策を着実に実施するほか、先の大戦に関する歴史

的資料でもある戦没者等の援護関係資料について、後世への伝承や広く国民や研究者

等が利用できるよう、国立公文書館へ移管するための取組を行う｡ 

 

４ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護など 

３２６億円（３５１億円）
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平成 24 年８月に成立した「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のた

めの国民年金法等の一部を改正する法律」により恒久化された基礎年金国庫負担割合

２分の１を確保する。うち一部は、消費税率引上げによる増収分のうち社会保障の安

定化分（2.95 兆円）を活用する。 

また、遺族基礎年金の支給対象範囲を、これまでの母子家庭等に加え、父子家庭に

も拡大する（社会保障の充実分 10 億円）。 

 

 

 

 

 

 

（１）正確な年金記録の管理等に資する「ねんきんネット」の利用拡大と機能充実 

８．７億円（１３億円） 

年金記録の確認や未だ持ち主が明らかとなっていない記録の検索ができる「ねんき

んネット」について、更なる利用者の拡大を図るための周知等を行うとともに、被保

険者等の年金記録の正確性を確保するため、「ねんきんネット」において届書の作成を

支援する機能の充実などを図る。 

 

（２）年金記録の突合せ結果に基づく対応など必要な記録問題への取組等 

１３８億円（５７９億円） 

紙台帳とコンピュータ上の年金記録との突合せ（平成 25 年度中を目途に終了）の結

果をお知らせした本人からの回答に基づき、記録の訂正、再裁定等の必要な対応を行

うなど、引き続き、年金記録問題への取組等を進める。 

第７ 若者も高齢者も安心できる年金制度の確立 

公的年金制度は国民の老後の安定した生活を支えるセーフティネットであり、持続可能で

安心できる年金制度の構築に向け、必要となる取組を進める。 

また、正確な年金記録の管理に資する取組、適用・収納対策の取組強化を進める。 

１ 持続可能で安心できる年金制度の運営（一部社会保障の充実・

安定化）           １０兆７，０７５億円（１０兆４，１８７億円） 

２ 正確な年金記録の管理と年金記録問題への取組 

１４６億円（５９２億円）
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厚生年金保険の適用調査対象事業所の加入促進対策や、国民年金の保険料収納対策

の強化を図る。 

 

（１）厚生年金保険の適用調査対象事業所の加入促進対策  １００億円（２２億円） 

①法人登記簿情報の活用により把握した適用調査対象事業所に対して、加入指導等に、

今後５年間で集中的に取り組む。【新規】 

 

②厚生年金保険の適用調査対象事業所に対する加入指導や立入検査を実施し、職権に

よる適用を行うなどの取り組みを確実に進める。 

 

（２）国民年金の保険料収納対策の強化               ９３億円（１８億円） 

①納めやすい環境の整備【一部新規】 

保険料の口座からの自動引き落としを推進するため、市町村や金融機関等から被

保険者への働きかけの強化等を行う。また、未納が多い若年層向けの映像資料を作成

し、教育現場で活用するなどの情報発信モデル事業を実施する。 
 

②納付督励の強化【新規】 

市場化テスト受託事業者が行う納付督励（電話や訪問）の回数を増やすモデル事

業等を実施する。 
 

③高所得者への強制徴収の徹底【一部新規】 

十分な所得がありながら保険料を納めない者に対する強制徴収を徹底する。 
 

 

 

 

 
 
 

日本年金機構において、年金制度の安定的な運営と負担の公平を確保するため、厚

生年金保険の適用調査対象事業所の加入促進対策や国民年金の保険料収納対策の強化

を図るとともに、引き続き、正確な年金記録の管理と年金記録問題への適切な対応を

行い、適用、徴収、給付、相談等の各業務を正確、確実かつ迅速に行う。 

 

４ 日本年金機構が行う公的年金事業に関する業務運営 

（一部前述・上記２・３参照）       ２，８２６億円（２，９５０億円） 

３ 適用・収納対策の取組強化          １９２億円（４０億円） 
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（１）良質な障害福祉サービスの確保           ９，０７２億円（８，２２９億円） 
障害児・障害者が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービスを

総合的に確保する。 
また、サービス等利用計画の作成及び地域生活への移行が着実に進むよう、相談支

援に必要な経費を確保する。 

さらに、消費税率引上げに伴う増分について、必要な経費（５７億円）を計上する。 

（消費税率引上げによる障害福祉サービス等報酬改定率 ＋０．６９％） 

 
 

 

 

 

 

 

（２）障害児の発達を支援するための療育などの確保    ８９７億円（６７１億円） 

障害のある児童が、できるだけ身近な地域で、障害の特性に応じた療育などの支援

を受けられるよう、それに係る必要な経費を確保する。また、消費税率引上げに伴う

増分について、必要な経費（５．４億円）を計上する。（消費税率引上げによる障害福

祉サービス等報酬改定率 ＋０．６９％） 
 

（３）地域生活支援事業の着実な実施              ４６２億円（４６０億円） 

移動支援や意思疎通支援など障害児・障害者の地域生活を支援する事業について、

市町村等での事業を着実に実施する。 

第８ 障害者支援の総合的な推進 

障害児・障害者の社会参加の機会の確保及び地域社会における共生を支援するため、障

害福祉サービスの充実、地域生活支援事業の着実な実施や就労支援、精神障害者や発達

障害者などへの支援施策を推進する。 

１ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・障害者

支援の推進             １兆４，７１５億円（１兆３，６８５億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 
○自立支援給付支払システムの改修等                            ３０億円 

自立支援給付支払システムの改修・機能向上により、障害者のサービス等利用計画

作成の充実・迅速化を図る。 

－75－



 
 

（４）障害児・障害者への福祉サービス提供体制の基盤整備  ３０億円（５２億円） 
障害者の社会参加支援や地域生活支援を更に推進するため、就労移行支援、就労継

続支援事業所等の日中活動系事業所やグループホーム等の整備促進を図る。 

また、障害児支援の充実を図るため、地域の障害児支援の拠点となる児童発達支援

センター等の整備や小規模な形態によるきめ細やかな支援体制の整備を推進する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）障害児・障害者への良質かつ適切な医療の提供 ２，２１７億円（２，１８７億円） 

心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療（精神通院医療、身体障害者のための

更生医療、身体障害児のための育成医療）を提供する。 
また、自立支援医療の利用者負担のあり方については、引き続き検討する。 

 

（６）重度訪問介護などの利用促進に係る市町村支援事業   ２２億円（２２億円） 

重度障害者の地域生活を支援するため、重度障害者の割合が著しく高いこと等によ

り訪問系サービスの給付額が国庫負担基準を超えている市町村に対し、人口規模等を

踏まえた重点的な財政支援を行う。 

 

（７）障害者自立支援機器の開発の促進【新規】                １．５億円 

ロボット技術を利用した機器が、障害者の自立や生活支援に活かされるよう、企業

が行う開発を更に促進するためのシーズとニーズのマッチング等を行う。 

 

（８）芸術活動の支援の推進【一部新規】            １．３億円（３６百万円） 

芸術活動に取り組む障害者への支援として、出展機会や著作権等の権利保護等に関

する相談支援などを行うモデル事業等を実施する。 

 

 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○障害者施設等の防災対策等の推進                             １４８億円 

障害者施設等の防災対策等を推進するため、耐震化やスプリンクラーの設置等に要

する費用に対して補助を行う。 

 

○（独）福祉医療機構への政府出資（社会福祉施設・医療施設の防災対策の低利融資）（再掲） 

４．６億円

社会福祉施設や医療施設の耐震化やスプリンクラーの設置等を推進するため、（独）

福祉医療機構が低金利かつ長期の貸付を行うことにより設置者の自己負担を軽減で

きるよう、政府出資により同機構の財務基盤を強化する。 
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（１）高齢・長期入院の精神障害者などの地域移行・地域定着支援の推進【一部新 

規】             １．２億円及び地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

（８７百万円） 

「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に基づき、都道府県等におい

て、精神障害者の地域移行支援に係る体制整備のための広域調整及び関係機関との連

携等を図る。（地域生活支援事業（４６２億円）の内数） 
さらに、入院患者の約半数を占める高齢入院患者に対して、退院に向けた包括的な

地域支援プログラムによる治療や支援等を行い、精神障害者の退院促進や地域定着を

支援する。 
また、難治性患者に対して専門的な治療を実施するために、医療機関間のネットワ

ークの構築等による支援体制のモデル事業を行う。 
 

（２）精神科救急医療体制の整備                         １９億円（２０億円） 

精神疾患のある救急患者が地域で適切に救急医療を受けられるよう体制の充実に取

り組むとともに、身体疾患を合併している患者に対応できる病床の確保や救急搬送受

入体制の強化等により、精神科救急医療体制の整備を推進する。 
 

（３）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（多職種チームによる訪問支援） 

体制の整備                  地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

精神障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、保健所等において、ひきこも

り等の精神障害者を医療へつなげるための支援及び関係機関との調整を行うなど、ア

ウトリーチ（多職種チームによる訪問支援）を円滑に実施するための支援体制を確保

する。 
 
（４）認知行動療法の普及の推進                        ９９百万円（１億円） 

うつ病の治療で有効性が認められている認知行動療法（※）の普及を図るため、従

事者の養成を実施するとともに、平成 26 年度から新たに心理職等の医療関連職種に対

する研修事業を追加する。 

※認知行動療法：うつ病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく療法。 

 

（５）摂食障害治療体制の整備【新規】                     １９百万円 

「摂食障害治療支援センター」を設置して、急性期の摂食障害患者への適切な対応、

２ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進 

２３３億円（２３８億円）
（地域生活支援事業計上分を除く）
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医療機関等との連携を図るなど摂食障害治療の体制整備を支援する。 
 

（６）災害時心のケア支援体制の整備 

           ４６百万円及び地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

（４７百万円） 

心的外傷後ストレス障害（PTSD）対策を中心とした事故・災害等の被害者への心の

ケアの対策を推進するため、各都道府県で災害派遣精神医療チーム（DPAT）の定期的

連絡会議を開催するなど、日常的な相談体制の強化や事故・災害等発生時の緊急対応

体制の強化を図る。（地域生活支援事業（４６２億円）の内数） 

また、大規模自然災害発生時の心のケア対応として、「災害時こころの情報支援セン

ター」において、DPAT 派遣に係る連絡調整業務や、心のケア活動への技術的指導を行

い、東日本大震災被災者への継続的な対応や、今後の災害発生に備えた都道府県等の

体制整備を支援する。 

 

（７）心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保など ２０９億円（２１４億円） 

心神喪失者等医療観察法を円滑に運用し、対象者の社会復帰の促進を図るため、指

定入院医療機関の確保及び通院医療を含む継続的な医療提供体制の整備に努める。 
あわせて、指定医療機関の医療従事者を対象とした研修や指定医療機関相互の技術

交流等により、医療の質の向上を図る。 
 

 

 

 

 

 

 

（１）発達障害児・発達障害者の地域支援機能の強化【一部新規】   

地域生活支援事業（４６２億円）の内数         

発達障害の乳幼児期から成人期までの一貫した支援体制の整備及び発達障害児・発

達障害者の社会参加を促す観点から、地域の中核である発達障害者支援センターに発

達障害者地域支援マネジャーを配置し、市町村や事業所等への支援、医療機関との連

携や困難ケースへの対応等の機能の強化を図る。 
また、都道府県等で、ペアレント・メンター（※1）の養成や健診等でのアセスメン

トツール（※2）の導入を促進する研修会等を実施する。 
加えて、これまでに実施されたモデル事業において成果のあった、家族の対応力向

上を支援するペアレント・トレーニング（※３）及び当事者の適応力向上を支援する

ソーシャル・スキル・トレーニング（ＳＳＴ）（※４）をメニューに追加し、全国的な

普及を図る。 

３ 発達障害児・発達障害者の支援施策の推進 

２．１億円（２．４億円）
（地域生活支援事業計上分を除く）
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※1 ペアレント・メンター：発達障害児・発達障害者の子育て経験のある親であって、その経験を

活かし、子どもが発達障害の診断を受けて間もない親などに対して相

談や助言を行う人のこと。 

※2 アセスメントツール：発達障害を早期発見し、その後の経過を評価するための確認票のこと。 

※3 ペアレント・トレーニング：親が、自分の子どもの行動を観察して発達障害の特性を理解した

り、適切な対応をするための知識や方法を学ぶこと。 

※4 ソーシャル・スキル・トレーニング（SST）：子ども自身が、状況に応じてどのように行動した

らよいかを、日常生活場面とは別の場所で練習す

ること。 

 

（２）発達障害児・発達障害者の支援手法の開発や支援に携わる人材の育成など 

２億円及び地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

（２．３億円及び地域生活支援事業（４６０億円）の内数） 

①支援手法の開発、人材の育成 

発達障害児・発達障害者等を支援するための支援手法の開発、関係する分野との

協働による支援や切れ目のない支援等を整備するためのモデル事業を実施する。 
また、国立障害者リハビリテーションセンター等で、発達障害者の就労支援に関

する支援手法の開発に取り組むとともに、発達障害児・発達障害者や強度行動障害者

支援に携わる人に対する研修を行い、人材の専門性の向上に取り組む。 
 

②発達障害に関する理解の促進                             

全国の発達障害者支援センターの中核拠点としての役割を担う、国立障害者リハ

ビリテーションセンターに設置されている「発達障害情報・支援センター」で、発達

障害に関する各種情報を発信し、支援手法の普及や国民の理解の促進を図る。 
また、「世界自閉症啓発デー」(毎年４月２日実施) など、自閉症をはじめとする

発達障害に関する正しい知識の浸透を図るための普及啓発を行う。 
 

（３）発達障害の早期支援           地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

市町村で、発達障害等に関して知識を有する専門員が保育所等を巡回し、施設のス

タッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言等の支援を行う。 
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（１）障害者などの就労推進（再掲・３４、３５ページ参照）   ２５４億円（２１６億円） 

①改正障害者雇用促進法の円滑な施行に向けた取組の推進       １８億円（１５億円） 

 

②精神障害、発達障害、難病などの障害特性に応じた就労支援の推進 

２９億円（２５億円） 

 

③中小企業に重点を置いた支援策の充実や「福祉」「教育」「医療」から「雇用」への移行推 

進                                          ６６億円（５２億円） 

 

④障害者雇用の更なる促進のための環境整備               ３０億円（９．６億円） 

 

（２）就労支援事業所等で働く障害者への支援 

１１億円及び地域生活支援事業（４６２億円）の内数 

（１２億円及び地域生活支援事業（４６０億円）の内数） 

①工賃向上のための取り組みの推進 

一般就労が困難な障害者の地域での自立した生活を支援する観点から、経営改善

や商品開発、市場開拓等に対する支援を行うことにより、就労継続支援Ｂ型事業所の

利用者の工賃向上を図る。 

また、平成 25 年度に開催された厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結

果等を踏まえ、特に支援効果が高く、さらに障害者優先調達推進法の促進にも資する

共同受注窓口の体制整備を重点的に実施する。 

 

②障害者就業・生活支援センターによる働く障害者への生活面の支援などの推進 

就業に伴う日常生活の支援を必要とする障害者に対し、窓口での相談や職場・家

庭訪問等による生活面の支援などを実施する。 
また、加齢や重度化による一般就労から就労継続事業の利用への移行なども想定

した、関係機関の連携による就労支援モデルの検証を行う。

４ 障害者への就労支援の推進           ２６５億円（２２９億円） 

（地域生活支援事業計上分を除く）
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（１）国際機関を通じた国際協力の推進                １２億円（１３億円） 

①世界保健機関(WHO)などを通じた国際協力の推進             ８．１億円（８．９億円） 

WHO など国際機関への拠出を通じて、日本の知見に期待が寄せられる高齢化対策や、

ユニバーサル･ヘルス･カバレッジ（全ての人が最低限の医療を平等に受けられるこ

と）の達成に向けた取組、アジア･アフリカ地域での感染症対策、開発途上国が備え

るべき医療機器リストの策定の支援等の国際協力事業を推進する。 

 

②国際労働機関(ILO) を通じた国際協力の推進             ３．７億円（４．５億円） 

ILO への拠出を通じて、その専門性を活かした事業を実施し、「社会的保護の土台」

（※）構築のためのアジア･太平洋地域の域内協力を推進する。 

また、アジア地域で日系企業が直面している賃金・労使関係等の労務問題の改善

支援を行う。 

※「社会的保護の土台」：国内の状況･発展段階に応じた最低限の社会保障を指す。国連、G20、

ILO などで議論が深められてきている。 

 

（２）高齢化対策に関する国際貢献の推進【一部新規】   ２９百万円（４１百万円） 

アクティブ･エイジング（※）に向け、国際的な政策対話を行うとともに、日本の知

見・経験を活用した高齢化対策に関する国際協力のアジア諸国における展開について

検討し、政策立案につなげる。 
※アクティブ・エイジング：人が年齢を重ねるにつれて、健康、社会参加、社会保障を最大限生 

かして、生活の質を高めていく取組のこと（2002年WHO「Active  

Ageing: A Policy Framework」より）。 

 

（３）外国人労働者問題などへの適切な対応               １３億円（１０億円） 

①外国人の適正な就業の促進【一部新規】（一部再掲・３３ページ参照） 

                ５．４億円（２．７億円） 

高度の専門的な知識・技術を有する外国人材の就労促進を図るため、新卒応援ハ

ローワーク内への留学生コーナーの新設、外国人雇用サービスセンターにおける特

別な支援を要する留学生に対する支援を実施するとともに、これらの機関と大学・

企業等関係機関が連携した効果的かつ一体的な就職支援の取組を推進する。 

また、外国人技術者・理系留学生の日本企業への就労･定着の実態について調査分

析を行い、今後の求人開拓及び職業紹介機能の向上を図る。 

１ 国際問題への対応               １３８億円（１３１億円） 

第９ 施策横断的な課題への対応 
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②外国人労働者の労働条件の確保【一部新規】             ７７百万円（７２百万円） 

外国人労働者向けの外国語によるモデル就業規則を新たに作成し、厚生労働省ホ

ームページ等を通じた発信を行うなどにより、労働条件の確保を図る。 

 

（４）国際発信力の強化【新規】                          ２０百万円 

東京電力福島第一原子力発電所の作業従事者の放射線被ばく状況やその対策に関す

る情報の英訳版の公表等、厚生労働省ホームページ等を通じ、海外に向けて情報発信

を行う。 

 

（５）経済連携協定などの円滑な実施               ３．９億円（３．７億円） 

経済連携協定などに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者について、インドネシ

ア及びフィリピンに加え、平成 26 年度よりベトナムからの受入れを開始することに伴

い、その円滑かつ適正な受入れのため、看護・介護導入研修を行うとともに、受入れ

施設に対する巡回指導や学習環境の整備、候補者への日本語や専門知識の学習支援等

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「第４期科学技術基本計画」（平成 23 年８月 19 日閣議決定）、「日本再興戦略」（平

成 25 年６月 14 日閣議決定）や「健康・医療戦略」（平成 25 年６月 14 日関係大臣申合

わせ）等に基づき、医療関連分野におけるイノベーションに重点化して科学技術研究

等を推進する。 

 

 

２ 科学技術の振興            １，６３７億円（１，６３７億円） 

（参考）【平成 25 年度補正予算案】 

○開発途上国向け医薬品研究開発支援事業の実施                     ２８億円 

日本の製薬産業の優れた研究開発力を活かして国際保健分野での貢献を行うとともに、

日本の製薬産業の海外進出を下支えし、その成長･発展を図るため、国が資金を拠出する

等により、官民協働で開発途上国向けの医薬品の研究開発支援を行う。 

 

○アジア・アフリカ地域におけるエイズ対策による経済成長推進事業の実施     ２．４億円 

アジア・アフリカ地域におけるエイズ対策の支援のため、国が資金を拠出して日本の優れ

た製品を供与し、同地域における日本ブランドの評価向上を図り、日本製品の製造・販売・

研究開発等を促進するとともに、同地域の公衆衛生の向上等の国際貢献を行う。 

－82－



 
 

 

 

 

 

 

（１）社会保障教育の推進                      ９百万円（２０百万円） 

近年、社会保障に関する国民の理解と協力を得ることがますます重要になっている

ことから、継続的・全国的に社会保障の教育が推進される環境づくりを図る。 
 
（２）社会保障分野での情報化・情報連携の推進         ３億円（３．２億円） 

社会保障分野での情報化・情報連携を一層推進する観点から、情報連携に求められ

る技術的要件の明確化、技術開発等や制度面の検討を行う。 
 

（３）社会保障・税番号制度導入のための取組【新規】            ４０５億円 
社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正

な社会を実現するための社会基盤となる社会保障・税番号制度を導入するため、社会

保障分野で必要となるシステム改修等への支援等を行う。 

３ 社会保障に係る国民の理解の推進、国民の利便性向上等の 

取組                        ４０８億円（３．４億円） 
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